
平成２９年度当初予算の概要（主な事業）

Ⅰ 活力あるしまね
１．ものづくり・ＩＴ産業の振興

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

1 しまねのものづくり 当初要求 ものづくり企業の経営管理・生産管理・ 商工労働部

産業活性化プロジェ 360,840 技術力の強化、新規取引先の開拓、新分野 [産業振興課]

クト ↓ への進出などを支援

査定 ①しまねのものづくり高度化支援事業

360,840 ・県内製造業の競争力強化を図るた

め、生産管理の効率化や技術力の強

化を支援

・成長分野等への参入を目指す企業を

専門家と連携し集中的に支援

・生産性向上に向けた啓発セミナーの

開催や、ＩｏＴ技術などを活用した

生産技術の強化、製品開発を支援

【新規】

②技術革新支援総合助成事業

企業の技術革新や取引拡大のための

試作開発・技術開発への助成

③戦略的取引先確保推進事業

県内企業の販売力強化を図るため、

首都圏等の県外市場開拓等を支援

④ものづくり産業戦略的強化事業

業界や企業グループに対し、国内外

の市場を見据えた経営戦略構築や戦略

に基づく技術力向上、販路拡大を支援

⑤特殊鋼産業クラスター高度化推進事業

特殊鋼関連産業の成長分野への進出、

発展基盤の強化を支援

⑥しまね産学官連携促進支援事業

・大学の研究シーズと企業ニーズのマ

ッチングを推進

・県内高等教育機関等の学生による県

内企業でのインターンシップと海外

留学等を支援

・インターンシップや課題解決型学習

を機会に、学生が受入企業に行う改

善提案の取組を支援

⑦地域産学官共同研究拠点事業

島根先端電子技術研究拠点を活用し

た電気電子材料等に関する共同研究や

人材育成等を実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

2 しまねＩＴ産業振興 当初要求 県内のＩＴ産業の持続的発展を目指し、 商工労働部

事業 327,686 国内外で売れる商品・サービス開発を促進 [産業振興課]

↓ するため、人材育成・確保、技術力・商品

査定 力強化、販路開拓等を支援

327,686 １ 人材の育成・確保

①実践的な人材育成

・先端技術・Ruby講座や学生Ruby合宿、

小中学生・高校生Ruby教室の開催

・専門高校・専門学校とＩＴ企業が連

携して共同企画授業を実施し、地域

ＩＴ人材を育成

・高校生以下を対象としたスモウル

ビー・プログラミング甲子園の開催

②戦略的な地域ＩＴ人材の確保

・首都圏等でのＩＴ人材誘致コーディ

ネーターの配置

・交流会、求人広告サイト掲載、県内

学生等との人材マッチング支援

・県内で活動するＩＴコミュニティの

活動・交流促進への支援

２ 技術力・商品力強化による競争力の向

上支援

①しまねソフト研究開発センター事業

・先駆的研究開発の推進

・県内企業の事業アイデア創出から市

場投入を継続的に支援

・受託開発の共同受注環境や技術力の

高度化を支援

②新たなビジネスモデルの展開支援

・県外の企業等に社員を派遣し、新し

い技術・業務ノウハウの習得を目指

す取組を支援

・ＩｏＴ技術の理解・活用等を支援

３ 情報発信・販路開拓

①販路拡大に向けた支援

スーパーアドバイザー導入によるビ

ジネスモデル構築支援、首都圏等での

商談会等への出展支援

②先進的技術情報の発信

・先進的な利用事例及び技術情報を収

集・発信する国際的イベントの開催

・国内外の企業を対象としたRuby biz

グランプリの開催
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

3 しまね食品産業総合 当初要求 食品産業を入口（商品づくり）から出口 商工労働部

支援事業 71,214 （販路開拓・情報発信）まで一体的に支援 [しまねブラ

↓ ①県産品商品力向上支援事業 ンド推進課]

査定 人材育成や売れる商品づくりを支援

71,214 ②衛生・品質管理体制整備事業

・国内小売店や輸出相手国が求める品

質・衛生管理体制へのレベルアップ

を支援

・食品産業の衛生管理技術や生産性向

上のための衛生管理アドバイザー、

生産管理アドバイザーの派遣【新規】

③食品展示会等出展支援事業

大規模な展示会への出展を通じた全

国のバイヤーとの商談を支援

④インターネットを活用した県産品販路

拡大事業

・Ｗｅｂ物産展・セミナーの開催や楽

天大学の受講料の助成

・島根県物産協会のインターネット販

売サイトの運営や情報発信などを担

う人材の育成 【新規】

⑤食品産業収益力強化支援事業

営業戦略アドバイザーによる営業人

材養成講座や相談事業を実施し、県内

企業の営業力を強化

⑥しまねの食魅力発信事業

プレスツアーを開催し、実体験を通

じたしまねの食のＰＲを実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

4 石州瓦産業経営基盤 当初要求 石州瓦産業の振興を図るため、経営力・ 商工労働部

強化支援事業 52,000 生産力・販売力の強化を支援 [産業振興課]

↓ ①石州瓦利用促進事業 ～石州瓦の家で

査定 安心子育て応援事業～

52,000 安心して子育てできる住環境を確保

するため、子育て世帯が石州瓦を使用

した住宅を建築・購入・増改築する場

合に工事費の一部を助成

［事業期間］Ｈ28～31

［助成対象］子育て世帯

［助成件数］430戸程度

［助成額］７万円（新築・購入）

５万円（増改築）

［事業主体］石州瓦工業組合

②市場創出や生産改善等に向けた取組を

支援

・西日本の重点地域での販路開拓支援

・メディアを活用した販売促進支援

・新製品開発等の研究開発支援 など

［事業主体］石州瓦工業組合

5 先端技術イノベーシ 当初要求 新技術及び新製品を研究開発する県内企 商工労働部

ョンプロジェクト 286,000 業を支援するため、県内での事業化が可能 [産業振興課]

↓ なテーマを選定し、産業技術センターが県

査定 内企業と連携して研究開発の取組を推進

286,000 ［取り組むテーマ］

・特殊鋼・素形材加工技術強化

・溶射・気相成膜発展技術開発

・レアメタル代替技術開発

・次世代パワーエレクトロニクス技術

開発

・熱・シミュレーション応用技術開発

・ヒューマンインターフェイス技術開

発

・有機フレキシブルエレクトロニクス

技術開発

・高齢化社会対応の機能性素材開発

・食品の味覚等の数値化・食品等高付

加価値化
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

6 島根発ヘルスケアビ 当初要求 「健康」をキーワードに、地域資源を活 商工労働部

ジネス創出支援事業 60,000 かし、多様な分野が連携したビジネスの創 [産業振興課]

↓ 出を支援

査定 ①協議会の開催

60,000 ・ヘルスケアビジネスの方向性の検討

・医療、福祉機関と商工業者の連携支

援

②協議会分科会（事業者向け）の開催

・セミナーや勉強会の開催

・異業種交流、ビジネスマッチング

・保険外サービス、健康経営等の普及

啓発

・モデル構築事業フォローアップなど

③ビジネスモデルの実証支援

８件程度の取組を支援

［想定するモデル］

・広域型

（複数市町村にまたがる取組）

・地域型

7 起業家育成・支援事 当初要求 起業支援体制の充実強化を図るととも 商工労働部

業 14,145 に、地域経済の活性化に貢献する起業を推 [産業振興課]

↓ 進

査定 ①起業マインド向上事業

14,145 起業家スクールの開催（東部・西部）

②包括的支援体制整備事業

・市町村、商工団体、金融機関、ＮＰＯ

法人等を対象にした連絡会議や支援

機関向けセミナーの開催

・各地域の連携支援体制の構築、強化

等の支援

・しまね産業振興財団のインキュベー

ションマネージャーによる起業支援

拠点の機能強化支援

③新ビジネス創出支援事業

地域経済への貢献度の高いビジネス

プランを持つ起業希望者を公募し、類

似事業所での業務体験や専門家派遣等

により起業に向け集中的に支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

8 新規 特定有人国境離島地 当初要求 隠岐地域での雇用機会の拡充に寄与する 商工労働部

域創業・事業拡大支 127,062 創業又は事業拡大を行おうとする民間事業 [産業振興課]

援事業 ↓ 者を支援

査定 ［負担割合］

127,062 国1/2、県1/8、町村1/8、事業者1/4

［交付対象経費］

・ハード事業 設備費、改修費

・ソフト事業 広告宣伝費、店舗等借

入費、人件費等

9 しまね海外ビジネス 当初要求 県内雇用の維持・拡大等に向けて、海外 商工労働部

展開支援事業 80,000 への事業展開や輸出などにより海外需要を [産業振興課]

↓ 取り込もうとする企業を支援

査定 ①島根・ビジネスサポート・オフィス

80,000 （バンコク）の運営

②海外商談会、現地情報セミナー、勉強

会などを実施

③海外進出検討から計画策定、会社設立、

稼働までに必要な経費を助成

［助成率］1/2

［上限額］300万円

④海外展示会出展など販路開拓活動に必

要な経費を助成

［助成率］1/2

［上限額］100万円

⑤グローバル人材確保を支援するため、

有料職業紹介手数料の助成、現地雇用

者の国内研修や定着支援等を実施

⑥海外事業の経営管理等を行う人材育成

のための研修等を実施

10 輸出拡大支援プロジ 当初要求 海外への販路開拓や事業展開に意欲のあ 商工労働部

ェクト 23,099 る県内事業者の自立的な取組を支援 [しまねブラ

↓ ①海外販路開拓支援事業 ンド推進課]

査定 県内企業等による海外への販路開拓

23,099 や事業展開に向けた取組を支援

［助成率］1/2

［上限額］100万円

②県産品海外販路拡大事業

県内商談会、海外展示会出展などを

通して県内企業の海外販路開拓を支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

11 浜田港ロシア貿易発 当初要求 浜田港を起点としたロシア貿易を促進す 商工労働部

展プロジェクト 12,639 るため、官民一体となってロシア市場の開 [しまねブラ

↓ 拓を推進 ンド推進課]

査定 ①物流・円滑化対策

12,639 コンテナ等荷主支援や中古車輸出拡

大支援

②ロシアビジネス支援体制の強化

浜田港のサポートデスク、ウラジオ

ストクビジネスサポートセンターの双

方から企業の貿易拡大を支援

③ロシアへの販路開拓

国際見本市への出展、商談会開催な

どにより県産品等の販路拡大を支援

12 浜田港の機能充実 当初要求 国際貿易港として効率性の高い荷役作業 土 木 部

（特別会計） 205,600 を確保するため、浜田港にガントリークレ [港湾空港課]

↓ ーンを整備

査定 ［事業期間］Ｈ28～30

205,600 ［総事業費］15億円
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

13 企業立地促進のため 当初要求 企業の初期投資の軽減等を行う各種助成 商工労働部

の各種助成事業 2,553,640 制度により、本県への誘致や県内既存工場 [企業立地課]

↓ ・事業所の増設等を推進

要求見直し ①企業立地促進助成金

2,511,640 ・製造業、ソフト産業、ソフト系ＩＴ

↓ 企業を対象とし、投資額や雇用の増

査定 加人数等に応じて助成

2,511,640 ・中山間地域等のソフト産業（新設）

に限定して対象業種を追加

［追加対象業種］

情報処理・提供サービス業、イ

ンターネット付随サービス業、コ

ールセンター業、データセンター

業、シェアードサービス業、物流

センター業

［支給要件］

10人以上から５人以上に緩和

［雇用助成］

増加雇用者数が19名以下のコー

ルセンター業を対象に追加

②ソフト産業・ＩＴ産業への支援制度

・ソフト産業家賃等補助金

・ソフト系ＩＴ産業航空運賃補助金

・ソフト系ＩＴ人材確保・育成補助金

中山間地域に３名以上勤務する場

合に限定して、補助対象経費を追加

［追加項目］

・異動又はＵＩターンに伴う一時

金

・社員寮、社宅の借り上げに係る

経費

・特定通信費補助金

③中山間地域雇用基盤強化支援

中山間地域等での雇用維持のため、

市町村と協調して企業の設備投資を支

援

④ＩＴしまね開業支援

県外ＩＴ技術者等の県内での事業所

開設経費の助成、県内体験ツアーの実

施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

14 建設産業経営基盤強 当初要求 中山間地域・離島において災害緊急対応 土 木 部

化支援事業 70,009 等に不可欠な建設産業の経営基盤強化のた [土木総務課]

↓ め、事業者の農業、介護・福祉分野等での

査定 経営の多角化を支援

70,009 ①異分野進出調査・販路開拓助成金

［助成率］1/2

［上限額］100万円

②異分野進出初期投資補助金

［助成率］1/3

［上限額］400万円

③異分野進出コーディネート

異分野進出計画の策定支援、進出後

のフォローアップ

④事業継続力強化アドバイザーの派遣

15 しまねの建設担い手 当初要求 建設産業の担い手を確保・育成するため 土 木 部

確保・育成事業 12,000 建設産業団体等が行う若者や女性の就職促 [土木総務課]

↓ 進等の取組を支援

査定 ①合同企業説明会の開催

12,000 ［事業主体］県内の建設産業団体

［助成額］1/6以内、上限150万円

②現場見学会等の開催

［事業主体］県内の建設産業団体

［助成額］1/6以内、上限30万円

③若年者の資格取得の支援

若年者の建設工事に関連する資格取

得を促進するため受験前講座を開催

［事業主体］県内の建設産業団体

［助成額］1/6以内、上限50万円

④「もっと女性が活躍できる建設業」協

働推進事業

建設産業への女性の就職促進や定

着、家庭との両立に向けた地域ネット

ワークの取組を支援
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Ⅰ 活力あるしまね
２．自然が育む資源を活かした産業の振興

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

16 新規就農者等育成確 当初要求 農業の担い手を育成・確保するため、自 農林水産部

保推進事業 522,703 営や雇用就農の増加対策を総合的に展開 [農業経営課]

↓ ①ＵＩターン希望者に対し、県と市町村

査定 で協力して就農条件と生活環境をパッ

522,703 ケージで提案

②農業高校と地域の関係機関との連携を

図る専任のコーディネーターを配置

し、卒業後の就農を支援

③自営や半農半Ｘによる新規就農、新た

な雇用を創出する農業法人等の施設設

備整備を支援

［助成率］1/3

［助成対象事業費上限額］

・自営就農 3,000万円

・半農半Ｘ 300万円

・農業法人 1,000万円

・農業参入企業 3,600万円 など

④自営就農等の研修受入先となる農家に

研修経費を助成

［助成額］定額 ３万円／月・人

⑤45歳未満で就農する者（青年）に対し

て、就農意欲の喚起と就農後の定着を

図るため給付金を交付（国制度）

・就農前研修 150万円/年、最長２年間

・自営就農後 150万円/年、最長５年間

⑥ＵＩターン者（半農半Ｘ又は45歳以上

の自営就農）への就農前研修費助成

12万円／月、１年間

⑦ＵＩターン者（半農半Ｘ）への就農後

定住・定着助成

12万円／月、１年間

⑧人材派遣会社を活用して就農希望者を

担い手として集落に派遣

⑨しまねアグリビジネス実践スクールで

経営力向上のための若手農業者研修、

女性農業者研修を実施

⑩障がい者福祉施設の職業指導者に対す

る農作業の指導方法の研修等を実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

17 新規 集落営農体制強化ス 当初要求 中山間地域における農地の維持と集落の 農林水産部

ピードアップ事業 87,349 活性化を図るため、集落営農組織の法人化 [農業経営課]

↓ と農地の有効活用、広域連携組織の設立と

査定 多業化による収益確保を一体的に支援

70,381 ①複数の集落営農組織等が連携する広域

連携組織の設立支援

・集落間の意見調整や事業計画策定を

サポートする広域連携コーディネー

ターを設置

・事業計画作成のために取り組む研修

会開催経費等を支援

②広域連携組織の活動支援

・多業化に取り組む人材育成のための

研修を実施

・多業化のための試行的な取組を支援

［助成率］2/3

・農産物の共同販売や大型機械の共同

利用など収益確保のための取組を支

援

［助成率］ソフト1/2、ハード1/3

・広域連携組織が法人化する際に必要

な経費を支援

［助成率］定額 40万円／団体

③個別集落営農組織の活動支援

・転作や施設整備など農地維持・活用

のための取組を支援

［助成率］ソフト1/2、ハード1/3

・法人化に伴う会計ソフト導入等の経

費処理の効率化を支援

［助成率］定額 10万円／団体

④地域協議会等の行う支援体制整備

農業再生協議会が実施する研修会等

の活動を支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

18 水田農業緊急総合支 当初要求 島根米が産地間競争に勝ち残るために必 農林水産部

援対策事業 130,543 要な契約的取引の拡大に向けた販売強化対 [農業経営課]

↓ 策と生産者が安心して営農を継続するため [農産園芸課]

査定 に必要な対策を体系化し、総合的に支援

113,575 （№17一部再掲）

①販売力強化対策

島根米が産地間競争に勝ち残るた

め、契約的取引の拡大に向けた販売力

強化等の取組を推進

［具体的な取組］

・中食を中心とした業務用販売の展

開

・特色ある「こだわり米」の育成

・ＪＡ等と連携し、島根米の食味・

品質のレベルアップを推進

②生産支援

主食用米及び飼料用米等の低コスト

生産技術導入、飼料用米等の流通・保

管体制整備を支援

③経営安定対策

中山間地域における農地の維持と集

落の活性化を図るため、集落営農組織

の法人化と農地の有効活用、広域連携

組織の設立と多業化による収益確保を

一体的に支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

19 園芸産地再生担い手 当初要求 園芸産地の担い手育成や生産規模の拡大 農林水産部

育成事業 52,631 のため、ハウス導入に係る初期投資を軽減 [農産園芸課]

↓ ①ＪＡ等がリースハウスを建設し、担い

査定 手にリースする場合、リース料の一部

52,631 を支援

［リース料の助成率］

１～３年目 1/2以内

４～５年目 1/3以内

［事業期間］Ｈ29～31

②国の補助事業の対象外である施工費の

一部を支援 【新規】

［助成率］1/3以内

［事業期間］Ｈ29～31

20 新規 園芸産地を支える経 当初要求 園芸産地の再生を図るため、地域の中心 農林水産部

営体育成事業 42,000 的な担い手が法人経営体へ着実にステップ [農産園芸課]

↓ アップできるよう、経営体の法人化、園芸

査定 施設の集積などを支援

32,000 ①産地ビジョンに位置づけられた経営体

の法人化、経営力強化に向けた取組支

援

・経営体の法人化手続費用を助成

［助成率］定額 40万円／団体

・法人化に向けた研修や経理事務を支

援

［助成率］定額 10万円／団体

②園芸施設の集積支援

産地ビジョンに位置づけられた経営

体への集積を前提とした園芸施設の長

寿命化、移設、効率化等の経費を助成

［助成率］ハード1/3

③地域協議会が行う流通・販売体制の強

化のために行う調査、販路拡大等の取

組支援

［助成率］ソフト1/2
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

21 しまねの西条柿（あ 当初要求 市場ニーズの高い西条柿の干し柿（あん 農林水産部

んぽ柿）もうける産 13,165 ぽ柿）の生産増進のため、原料の安定供給 [農産園芸課]

地育成事業 ↓ 体制の確立とあんぽ柿加工施設の整備を支

査定 援

13,165 ①ＪＡ等が西条柿のリース団地を整備し

農業者にリースする場合にリース料の

一部を補填し、農業者の負担を軽減

［事業主体］

ＪＡ、市町村、農地中間管理機構等

［リース料の助成率］

１～３年目 1/2以内

４～５年目 1/3以内

②ＪＡ等があんぽ柿の広域拠点加工施設

を整備する場合に経費の一部を助成

［事業主体］ＪＡ、市町村

［助成率］1/3以内

22 みんなでつなげる 当初要求 有機農業の拡大のための地域活動、生産 農林水産部

「しまね有機の郷」 47,162 者等の機械設備整備、ＵＩターン者等の受 [農産園芸課]

事業 ↓ 入れによる担い手育成、定住化の取組を支

査定 援

47,162 ①地域・民間の取組を支援

［事業主体］

農業者、流通販売者、加工業者、

地域協議会等

［助成率］

・生産者支援、流通・販売者支援

ソフト 1/2、ハード 1/3

・地域活動支援

１～２年目 定額 100万円

３年目以降 1/2、上限50万円

・有機水稲産地化モデル支援【新規】

ソフト 1/2、ハード 1/3

・法人組織化支援 【新規】

定額 40万円／団体

②推進事業

・首都圏でのＰＲ、テスト販売

・有機栽培技術向上を支援

・有機ＪＡＳ認証取得支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

23 安全で美味しい島根 当初要求 県独自の基準に基づく認証制度の運用に 農林水産部

県産品認証事業 10,960 より、県産農畜林水産物の安全の確保と消 [農産園芸課]

↓ 費者の信頼づくりを促進し、市場での競争

査定 力を強化

10,960 ①認証審査、指導員資質向上対策

②認証制度の普及啓発

24 将来の農林水産業を 当初要求 島根の農林水産業を発展させるための将 農林水産部

支える技術開発プロ 38,790 来を見据えた先導的な研究開発を実施 [農林水産総

ジェクト ↓ ［研究内容］ 務課]

査定 ・メロンやブドウ、食用きのこの新品

38,790 種開発

・有機栽培支援技術の確立

・宍道湖・中海の環境対策と資源活用

技術の開発

［事業期間］Ｈ27～29

25 農業競争力強化対策 当初要求 農産物生産の収益力向上に計画的に取り 農林水産部

事業 2,263,000 組む農業者等に対し、高収益な作物等への [農産園芸課]

↓ 転換や低コスト・安定生産に必要な施設整

査定 備、機械・機器の導入を支援

2,263,000

26 農地利用集積促進事 当初要求 担い手への農地集積・集約化や耕作放棄 農林水産部

業 433,656 地の解消を加速化するため、農地の中間受 [農業経営課]

↓ け皿となる農地中間管理機構の活動を支援

査定 ・農地中間管理機構運営費

433,656 ・農地の「出し手」への協力金
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

27 新規 水田を活用した畜産 当初要求 新たな畜産担い手の確保や農地の荒廃抑 農林水産部

担い手育成強化事業 14,026 止につながる水田放牧を推進するため、集 [畜 産 課]

↓ 落営農組織が行う水田放牧の試行から本格

要求見直し 実施までを総合的に支援

14,884 ①集落営農組織の人材の技術習得を支援

↓ ・水田放牧実践スクールを開催

査定 ・地域の畜産農家をアドバイザーに任

14,884 命し、サポート体制を構築

②水田放牧の試行・本格実施を支援

・お試し放牧牛バンク制度を創設し、

登録した畜産農家に対して伝染病検

査費用等の実費相当を支援

・集落営農組織がバンクを活用し畜産

農家から牛をレンタルした場合のレ

ンタル料を助成

・電気牧柵などお試し放牧に必要な資

材を整備し、集落営農組織に貸与

・畜産農家が集落営農組織へ牛を貸し

出すために行う増頭経費を助成

［助成率］

定額 25万円／頭（雌子牛評価

額の1/3相当）
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

28 「しまね和牛」振興 当初要求 飼育農家の高齢化による飼育戸数・頭数 農林水産部

対策事業 182,254 の減少及び枝肉上物率低迷などの課題解決 [畜 産 課]

↓ に取り組む繁殖農家等を支援

査定 ①中核畜産施設整備支援

182,254 ＪＡ等と連携し、共同繁殖牛管理施

設・共同子牛育成施設の整備による生

産力の向上を支援

［事業主体］ＪＡ等

［助成率］1/3

［事業期間］Ｈ27～29

②全国和牛能力共進会出品対策

平成29年９月７～11日に宮城県で開

催される第11回全国和牛能力共進会で

の上位入賞を目指し、出品牛の選抜や

飼養管理指導、本選への出場経費等を

支援

29 畜産競争力強化対策 当初要求 畜産クラスター計画に位置付けられた中 農林水産部

事業 320,000 心的な経営体に対し、収益力の強化や家畜 [畜 産 課]

↓ 環境問題への対応に必要な施設の整備、家

査定 畜導入を支援

320,000

30 新規 出雲コーチン生産対 当初要求 出雲コーチン種の特産化に向けた取組を 農林水産部

策事業 1,380 関係者と連携して推進 [畜 産 課]

↓ ・近親交配による繁殖能力等への影響を

査定 ＤＮＡ解析により調査

1,380 ・研修会等により技術的に支援

31 家畜疾病危機管理対 当初要求 高病原性鳥インフルエンザ、ＢＳＥ、口 農林水産部

策事業 200,000 蹄疫等の家畜疾病発生に備えた初動防疫活 [畜 産 課]

↓ 動や農家への損失補償経費を計上

査定 ①初動防疫経費

200,000 消毒資材、焼埋却経費等

②農家への損失補償

殺処分や移動制限に伴う損失補償

③風評被害対策経費

消費者への情報提供や安全性のＰＲ

等
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

32 産業動物臨床獣医師 当初要求 県内の産業動物獣医師の安定確保を図る 農林水産部

確保支援事業 2,400 ため、畜産団体が行う修学資金制度を支援 [畜 産 課]

↓ ［新規募集期間］Ｈ26～29

査定 ［対象者］

2,400 産業動物獣医師を志す獣医系大学生

［募集人員］Ｈ29 １人

［貸与額］月額10万円

［貸与期間］最大６年間

［償還免除］

貸与期間の1.5倍の期間、産業動物

獣医師として勤務

33 島根県獣医師確保緊 当初要求 県職員獣医師の安定確保を図るため、修 農林水産部

急対策事業 15,810 学資金を貸与 [畜 産 課]

↓ ［対象者］

査定 県職員業務に従事する意欲のある獣

15,810 医系大学生

［募集人員］４人

［貸与額］月額10万円

［貸与期間］最大６年間

［償還免除］

貸与期間の1.5倍の期間、県の機関

で獣医師業務に従事

34 循環型林業に向けた 当初要求 利用期を迎えた森林の主伐を促進し、県 農林水産部

原木生産促進事業 92,475 産原木の生産を増加させるため、伐採後の [林 業 課]

↓ 搬送経費の一部を助成

査定 ［事業期間］Ｈ27～29

92,475 ［助成対象者］

主伐した後に再造林する森林所有者

［助成率］定額 620円／㎥

［Ｈ29助成見込原木量］146千㎥

35 林業・木材産業成長 当初要求 循環型林業の実現に向けて、森林整備か 農林水産部

基盤づくり事業 548,245 ら木材の伐採・搬出・利用までの一体的な [林 業 課]

↓ 取組を支援

要求見直し 作業道整備、高性能林業機械の導入、

573,245 木材加工流通施設整備、木質バイオマス

↓ 関連施設整備、木造公共施設整備等

査定

573,245
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

36 木質バイオマス県内 当初要求 木質バイオマス発電施設等の燃料となる 農林水産部

全域集荷体制支援事 54,000 未利用木材等の効率的な集荷に必要な山土 [林 業 課]

業 ↓ 場・作業道の整備費の助成や木質バイオマ

査定 ス増産に伴う人材確保を支援

54,000 ［助成対象］山土場、作業道の整備

［助成率］定額

37 きのこの里づくり事 当初要求 きのこ産地の増産、低コスト化に必要な 農林水産部

業 42,660 生産施設の新設・改修等に要する経費の一 [林 業 課]

↓ 部を助成

査定 市場性のある新品種きのこの導入を図る

42,660 ため、栽培施設での実証栽培等を実施

①生産出荷施設等の整備

［対象者］

きのこ生産者、ＪＡ、森林組合等

［助成率］1/3以内

［事業期間］Ｈ28～31

②新品種導入実証事業

市場性のある新品種の栽培実証

38 林業担い手育成確保 当初要求 新規林業就業者の確保と林業事業体にお 農林水産部

対策事業 55,690 ける林業従事者の育成に向けた施策を総合 [林 業 課]

↓ 的に推進

査定 ・高校生やＵＩターン者を対象とした現

55,690 場体験会等の開催

・林業事業体による高性能林業機械の

ＯＪＴ研修の実施

・林業の魅力向上に向けた林業事業体の

就労条件の改善の取組を支援

・林業への就業に向け、農林大学校で必

要な知識の習得等を行う若者に対して

就業準備給付金を支給

［給付条件］年間137.5万円／人

［給付期間］最大２年間

［給付枠］18人

［給付対象］農林大学校林業科の学生
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

39 新規 しまねの林業支援寄 当初要求 島根の林業を応援する企業等からの寄附 農林水産部

附金活用事業 21,000 金をもとに基金を造成し、担い手の育成や [森林整備課]

↓ 林業従事者支援のための施設・設備を整備

査定 ［Ｈ29事業内容］

21,000 農林大学校実習用林業機械の導入

40 木の家ですくすく子 当初要求 子育て世帯が県産木材を使用した住宅等 農林水産部

育て応援事業 120,000 の新築、増改築等を行う場合に工事費の一 [林 業 課]

↓ 部を助成

査定 ［事業期間］Ｈ28～31

120,000 ［助成対象］子育て世帯

［Ｈ29助成戸数］260戸程度

［助成上限額］

・新築 30万円（石州瓦加算７万円）

・増改築 15万円（石州瓦加算５万円）

・修繕、模様替え 10万円

・上記に対し次のいずれかの場合10万

円を加算

三世代同居・近居、ＵＩターン

者、中山間地域・離島

［事業主体］島根県木材協会

41 浜田地域水産業構造 当初要求 浜田地域の水産業を支える沖合底びき網 農林水産部

改革推進事業 15,000 漁業について、地域協議会が漁船の長寿命 [水 産 課]

↓ 化修繕を通じて行う漁獲物の品質向上や流

査定 通体制改善等の構造改革の取組を推進する

15,000 ため、浜田市が支援する経費の一部を助成

［事業期間］Ｈ24～29

［事業主体］

浜田地域水産業構造改革推進プロジ

ェクト協議会

［助成率］浜田市の助成額の1/2
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

42 新規 水産業競争力強化漁 当初要求 漁業者の経営構造改善のため、国補助事 農林水産部

船導入促進事業 73,000 業を活用してＪＦしまね等が高性能な漁船 [水 産 課]

↓ を導入し、漁業者にリースする場合、導入

要求見直し 経費の一部を助成

70,000 ［助成率］

↓ 漁船建造費の1/20以内（１隻当たり

査定 の上限2,500万円）

70,000 ［リース事業の対象となる漁業者］

沖合漁業や沿岸漁業を行う中核的な

漁業者

43 離島漁業再生支援事 当初要求 町村が作成した離島漁業集落活動促進計 農林水産部

業 137,830 画に基づき集落協定を締結した漁業集落に [水 産 課]

↓ 対し、離島漁業再生支援交付金を交付し、

要求見直し 漁場の生産力の向上や漁業再生に関する取

172,930 組を支援

↓ 特定有人国境離島地域において漁業集落

査定 が行う新たな雇用創出の取組を支援【新規】

172,930

44 新規漁業就業者確保 当初要求 漁業就業者の育成確保に向けた施策を総 農林水産部

・育成事業 9,048 合的に推進 [水 産 課]

↓ ・自営漁業者を目指した漁業の専門的知

査定 識や漁労漁業技術の習得研修の実施

9,048 ・親元での研修を受け入れる漁業者に対

して、研修に必要な経費を助成

・新規漁業就業者を確保するためのニー

ズ調査を実施 【新規】

45 「しまねの魚」消費 当初要求 高鮮度等の高品質化により消費者に受け 農林水産部

拡大促進事業 7,500 入れられる商品づくりや低利用魚を活用し [水 産 課]

↓ た特産加工品の開発及び消費拡大の取組を

査定 支援

7,500 ［実施主体］ＪＦしまね等

［助成率］ソフト 1/2以内

ハード 1/3以内
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

46 新農林水産振興がん 当初要求 「売れるものづくり・産地づくり」を中 農林水産部

ばる地域応援総合事 224,500 心に、地域の農林水産業が抱える課題の解 [農産園芸課]

業 ↓ 決や改善に向けた提案型の取組及び雇用就

査定 農を促進するための農業法人等の事業拡大

224,500 など、地域の主体的で戦略的な取組を支援

（№16、18、28、45一部再掲）

地域提案型フリープラン方式及びメニ

ュー方式により、ソフト及びハード支援

［助成率］ソフト 1/2以内、定額

ハード 1/3以内

47 ６次産業推進事業 当初要求 農山漁村の所得向上や雇用の拡大、地域 農林水産部

146,777 活力の向上を図るため、島根県の豊富な地 [しまねブラ

↓ 域資源を活用しながら、市町村や多様な事 ンド推進課]

要求見直し 業者がネットワークを構築して取り組む新

146,670 商品開発や販路開拓、農林水産物の加工・

↓ 販売施設の整備等を支援

査定 ［助成率］

146,670 ・新商品開発、販路開拓

市町村戦略型 2/3以内

事業者連携型 1/2以内

・農林水産物の加工・販売のための機

械・施設整備等

市町村戦略型 1/2以内

事業者連携型 1/3以内

［事業期間］Ｈ28～31
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

48 地産地消推進事業 当初要求 「島根県地産地消促進計画」に基づく取 農林水産部

10,000 組を推進 [しまねブラ

↓ ①「食」のポータルサイト「しまねのお ンド推進課]

査定 いしい食ＧＵＩＤＥ」での情報発信

10,000 ②「地産地消推進店」の普及

③食品加工事業者による地元農林水産物

の利活用の推進

④販路拡大、観光誘客、賑わい創出を目

的とした「マルシェ」の推進

⑤観光関連施設（宿泊施設、飲料店等）

での地元食材の活用推進

⑥県産品展示商談会の開催、各圏域での

取組推進

49 県産品販路拡大事業 当初要求 県内工芸品、県産農林水産物及びその加 農林水産部

44,675 工品などの販路拡大を図るため、大消費地 商工労働部

↓ を対象に事業者が取り組む販売促進活動を [しまねブラ

査定 支援 ンド推進課]

44,675 ①未来へつなぐ工芸品総合振興事業

県内工芸品産業の販路拡大、担い手

確保・育成、情報発信を総合的に支援

②農林水産物の販路拡大事業

首都圏からのバイヤーの招致や県産

品販売パートナー店を活用したフェア

の開催等を支援

③県産品ブラッシュアップ支援事業

消費者ニーズの商品開発への反映や

商品コンセプトづくりを支援

④ご縁の国しまね連携事業

観光キャンペーンと連携し、県産品

の販路拡大を支援
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Ⅰ 活力あるしまね
３．観光の振興

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

50 “神々”と“ご縁” 当初要求 “神々”と“ご縁”をキーワードに観光 商工労働部

観光総合対策事業 299,996 誘客を促進 [観光振興課]

↓ ①観光情報の発信

査定 映画「たたら侍」と連携したご縁の

299,996 国しまねプロモーションを展開

②着地型観光の推進

・団体や民間事業者等が行う旅行商品

造成や観光地づくりの取組を支援

・県外から島根県を訪れる貸切バスツ

アーの経費の一部を助成

・広域周遊バスの運行助成や交通機関

と連携した旅行商品の造成

・観光ガイドを活用した、まちあるき

観光の推進

・サイクリング関連情報を集約した

Ｗｅｂサイトの構築など、サイクリ

スト受入体制の整備

③ＭＩＣＥや教育旅行など新たな市場開

拓への取組

（注）ＭＩＣＥ：企業等の会議（Ｍｅｅｔｉｎｇ）、

企業等の行う報奨・研修旅行（インセンティ

ブ旅行）（Ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ Ｔｒａｖｅｌ）、

国際機関・団体、学会等が行う国際会議（

Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ）、展示会・見本市、イ

ベント（Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ／Ｅｖｅｎｔ）

の頭文字のことであり、多くの集客交流が見

込まれるビジネスイベントなどの総称

④古代歴史文化をテーマとした情報発

信、観光誘客の促進
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

51 しまね観光誘客推進 当初要求 観光産業や地域の個別課題に対応する施 商工労働部

事業 201,345 策を実施し、安定的・継続的な観光誘客を [観光振興課]

↓ 推進

査定 ①高速道路を活用した誘客対策

201,345 ＮＥＸＣＯや道の駅等との連携によ

る情報発信

②閑散期の誘客対策

エリアごとの冬季素材開発支援

③石見地域の誘客対策

・石見神楽、自然、温泉、食など観光

素材を活用した着地型旅行商品の造

成、周遊対策、情報発信

・石見神楽のブランディング、県外客

誘致イベントの開催やインバウンド

対策

・三江線沿線での観光キャンペーン

④隠岐地域の誘客対策

隠岐ユネスコ世界ジオパークを活用

した着地型旅行商品の企画・開発や情

報発信

⑤観光案内板等の基盤整備への支援

市町村等が行うトイレ、観光案内板

やＷｉ－Ｆｉ整備への支援

52 新規 石見銀山世界遺産登 当初要求 石見銀山世界遺産登録10周年を契機に、 商工労働部

録10周年活用事業 50,000 県と市が協調して誘客対策や情報発信を実 [観光振興課]

↓ 施

査定 ①広域的な二次交通対策等

40,000 ・外国人個人旅行者向け二次交通支援

・周遊バス運行支援

・レンタカー旅行商品造成支援

・世界遺産サミット開催に対する支援

②ＩＴを活用した広域周遊対策

スマートフォン版広域スタンプラ

リー「島根クエスト」の実施

③旅行会社視察ツアーの実施

④出雲エリアを含めた広域的な情報発信

・映画「たたら侍」を活用した情報発

信

・「しまねっこ＆らとちゃん」による

全国ＰＲキャラバンの実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

53 新規 地域伝統芸能全国大 当初要求 全国各地の伝統芸能が一堂に会して魅力 商工労働部

会開催事業 40,000 を披露し、交流を深める地域伝統芸能全国 [観光振興課]

↓ 大会を開催

査定 ［開催期間］

40,000 平成29年11月４日～５日

［開催場所］

・出雲市民会館（式典、表彰式等）

・出雲大社及び神門通り（パレード等）

・石央文化ホール（全国の神楽公演）

54 外国人観光客誘致対 当初要求 増加が見込まれる外国人観光客誘致に向 商工労働部

策事業 98,735 けた取組を強化 [観光振興課]

↓ ①アジア、欧米などの市場別観光客誘致

査定 に向けた広告宣伝や旅行エージェント

98,735 へのセールス活動

②米子空港に定期便が就航した香港での

プロモーションを現地法人に委託

【新規】

③国外から島根県を訪れる貸切バスツ

アーの経費の一部を助成

④民間事業者の観光誘客活動への支援

⑤観光施設等のＷｉ－Ｆｉ整備への支援

⑥境港の大型クルーズ船の受入体制整備

とプロモーション強化

⑦浜田港へのクルーズ船誘致活動と受入

体制整備

⑧国際交流員の配置、島根県観光連盟と

の連携による体制強化

55 新規 ＦＩＭＢＡワールド 当初要求 平成30年に開催されるＦＩＭＢＡワール 商工労働部

リーグ松江2018大会 12,000 ドリーグ松江2018大会の開催準備への支援 [観光振興課]

開催支援事業 ↓ （注）ＦＩＭＢＡ：国際シニアバスケットボール連盟 教育委員会

査定 ［開催期間］平成30年４月21日～26日 [保健体育課]

12,000 ［会場］

松江市総合体育館・鹿島総合体育館

［参加者］

・おおむね男子35歳以上、女子30歳以

上でチーム編成

・世界各国から1,000人程度参加見込み
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

56 広域連携誘客推進事 当初要求 鳥取県、広島県など関係各県・団体と連 商工労働部

業 110,157 携して情報発信や誘客施策を実施し、広域 [観光振興課]

↓ 周遊観光を促進

査定 ①山陰インバウンド機構との連携

110,157 鳥取県と連携して設置した山陰イン

バウンド機構において、マーケティン

グ戦略に基づき海外を中心としたプロ

モーション等を実施

②広島県、愛媛県連携

尾道松江線を活用した、中四国を横

断する縦軸の広域観光を推進

③山口県連携

「世界遺産」「日本遺産」及び「幕

末維新」など両県共通のテーマでの情

報発信、ＰＲイベントや講演会の開催

を連携して実施

④三重県、奈良県連携

「遷宮」「神話」に縁のある両県と

連携し、東京のアンテナショップを拠

点としたイベントの開催等を通じた情

報発信を実施

⑤中国地方連携

中国地方の団体やＪＲ西日本など民

間事業者等と連携した共同プロモーシ

ョンを実施

57 新規 山陰デスティネーシ 当初要求 山陰の豊富な観光資源を全国に発信し、 商工労働部

ョンキャンペーン 56,000 誘客拡大を図るため、山陰両県の自治体、 [観光振興課]

↓ 観光事業者及びＪＲと連携し、山陰デステ

査定 ィネーションキャンペーン（平成30年）に

56,000 向けたプレキャンペーンを実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

58 新規 特定有人国境離島地 当初要求 隠岐地域での滞在型旅行商品の開発や人 商工労働部

域滞在型観光推進事 23,722 材の確保・育成の取組を支援 [観光振興課]

業 ↓ ［負担割合］

査定 国5.5/10、県2.25/10、町村2.25/10

23,722 ［事業内容］

（町村実施）

・滞在型観光メニューの造成

（観光協会実施）

・旅行商品の造成、販売促進

・Ｗｅｂ予約システムの構築

59 県内航空路線利用促 当初要求 萩・石見空港の東京線２便化の継続及び 商工労働部

進（観光振興）事業 32,000 大阪線の定期便運航再開に向けた観光誘客 [観光振興課]

↓ や石見地域の観光魅力づくりを推進

要求見直し ①旅行会社等と連携し、首都圏からの個

50,000 人観光客を対象とした旅行商品、団体

↓ を対象とした受注型旅行商品を造成

査定 ②民間主体による石見地域の新たな観光

50,000 メニューづくりを支援

60 コンベンション誘致 当初要求 社会的・経済的波及効果が大きいコンベ 商工労働部

推進事業 50,000 ンション（学会、大会等）の誘致促進のた [商工政策課]

↓ め、主催者に対して開催経費を助成

査定 ［対象］

50,000 延べ宿泊者数100人以上（県西部又

は隠岐開催の場合は、30人以上）

［助成額］

・国内学会・大会

10万円～300万円

10万円～150万円（学会以外）

・国際学会・大会

5,000円／人 上限700万円

2,500円／人 上限350万円

（学会以外）
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Ⅰ 活力あるしまね
４．中小企業・小規模企業の振興

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

61 中小企業制度融資 ［融資枠］ 平成21年度に拡大した融資枠を確保し、 商工労働部

当初要求 中小企業の資金繰り等を支援 [中小企業課]

65,000,000 ①中小企業制度融資枠 650億円

↓ ②全資金の融資利率0.1％引き下げ

査定 ③資金メニューの統合・変更

65,000,000 ・「一般設備資金」及び「一般運転資

金」を「一般資金」として一つの資

金に統合

・「円安等対策資金」を「経営安定化

対策資金」に名称変更及び融資対象

者を整理

・セーフティネット資金の金利を見直

し

62 新規 しまね地域産業資源 当初要求 中小企業者や創業者の創意工夫による地 商工労働部

活用支援事業 31,500 域産業資源を活用した新しい事業化への取 [中小企業課]

↓ 組を支援

査定 ［対象］

31,500 農林水産品、鉱工業品、加工技術及

び観光資源といった、地域資源を活用

した新商品、新サービスの研究開発、

既存商品、既存サービスの改良、販路

開拓など生産性の向上に取り組む初期

段階の経費を助成

［助成率］

ソフト1/2、ハード1/3

［上限額］

300万円
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

63 事業承継総合支援事 当初要求 経営者の高齢化や後継者不在による休廃 商工労働部

業 246,950 業が生じないよう、円滑な事業承継を進め [中小企業課]

↓ るため、関係機関と一体となって支援

査定 ①業界別持続化支援事業

243,300 組合等を通じて、構成員企業の事業

承継に係るビジョン作成や課題解決、

人材育成を支援

②事業承継・後継者育成セミナー事業

事業承継の啓発、後継者育成のため

のセミナーの開催

③事業承継マンパワー支援事業

・事業承継推進員を７名配置し、案件

の掘り起こしから事業承継計画の策

定までを継続的に支援

・課題に応じて外部専門家を派遣

④新事業活動支援事業

事業承継を契機とした社内体制整備

や経営革新など新たな取組を支援

［助成率］

1/2、2/3（経営革新計画承認を受

ける場合）

［上限額］

100～400万円（テーマ数に応じて）

⑤事業承継推進コーディネーターの設置

支援体制を統括するコーディネータ

ーを設置

⑥制度融資による支援

事業継続・承継に向けた経営改善を

支援するため、国の保証制度を活用し

た「経営改善サポート資金」を確保
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

64 地域商業等支援事業 当初要求 小売店舗の持続化や買い物不便対策を強 商工労働部

57,000 化するため、開業・事業承継の取組や移動 [中小企業課]

↓ 販売等を市町村とともに支援（市町村負担

査定 額と同額を助成）

57,000 ①小売店等の持続化経費を助成

［県助成率］ソフト1/3、ハード1/4

［県上限額］

100万円（買い物不便対策案件は

500万円）

②移動販売車・宅配車の整備・運営費を

助成

［県助成率］1/4（運営費は定額助成）

［県上限額］100万円（運営費は５万円）

③街路灯、アーケード等共同施設の整備

費を助成

［県助成率］1/4

［県上限額］500万円
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Ⅰ 活力あるしまね
５．雇用・定住の促進

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

65 ふるさと島根定住推 当初要求 ふるさと島根定住財団を中心に、市町村 地域振興部

進事業 619,844 や関係団体との連携によりＵＩターンを促 [しまね暮ら

↓ 進 し推進課]

要求見直し ①情報発信

631,342 ・ＵＩターン総合情報サイト「くらし

↓ まねっと」による情報発信

査定 ・情報誌の発行、「くらしまねっと」

631,006 会員登録の充実

②相談・人材誘致

・ＵＩターンフェアの規模を拡充し、

相談対応を強化

・しまね定住サテライト（東京・大阪）

を拠点とした人材誘致の推進

・市町村が行う雇用創出の仕組みづく

りを支援

③交流・体験

・企業への就業体験を一定期間提供

し、県内への就業を支援

・産業体験や地域活動を行う者に対し

滞在費の一部を助成

・島根の子どもたちの隠岐体験学習

④職業

・無料職業紹介の実施

・地域の実情を踏まえ、企業が行う雇

用機会を創出する取組を支援

⑤住居確保

空き家情報の提供や住宅相談の実施

⑥受入体制強化

市町村の定住支援員の配置などの体

制整備を支援

⑦地域の魅力づくり

・団体客誘致のための体験プログラム

開発等により、しまね田舎ツーリズ

ムの受入体制を強化

・地域づくり活動を行うＮＰＯやボラ

ンティア団体等に対し、初期経費や

新たな活動経費を助成

・教育移住の推進に向けた普及・啓発
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

66 しまね定住推進住宅 当初要求 中山間地域・離島で定住者を受け入れる 土 木 部

整備支援事業 225,000 ための住宅の新築や空き家の改修・保全を [建築住宅課]

↓ 行う市町村に対し経費の一部を助成

査定 ［事業期間］Ｈ28～30

172,600 ［事業主体］市町村

［助成率］

・新築 1/5かつ350万円／戸以内

（離島 400万円）

・空き家改修

1/2かつ350万円／戸以内

（離島 400万円）

・空き家利用促進及び適正管理への支

援

動産の処分、ハウスクリーニング、

適正管理に要する経費の一部を助成
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

67 産業人材確保対策事 当初要求 大学生等の県内企業への就職促進及び県 商工労働部

業 112,947 内企業等が求める専門人材をＵＩＪターン [雇用政策課］

↓ により確保

査定 ①大都市圏での就職フェア等の開催

112,947 東京、大阪、広島において就職イベ

ントを開催

［就活生向け］

・しまね企業ガイダンス

県内企業の情報提供と交流会を

セットにした説明会

［低学年次向け］

・しまね企業交流セミナー

県内で活躍する企業人によるセ

ミナー、学生と企業の交流会

②企業の情報発信力強化への支援

求職者にとって魅力ある情報発信に

取り組むためのセミナーの開催とセミ

ナー受講後の相談対応を実施

③県内の高校生、大学生等のインターン

シップ参加者への助成

［助成内容］

・高校生 宿泊費・旅費

・大学生等 宿泊費（1/2)

・ＩＴ技術を学ぶ大学生等

宿泊費（1/2)

技能習得支援金 2,000円／日

④人材確保育成コーディネーターの配置

県内就職の促進、企業や地域での人

材育成や職場定着への取組を支援する

ため、東部に２名、西部に３名配置

⑤都市部のプロフェッショナル人材の県

内への移転を促すための「プロフェッ

ショナル人材戦略拠点」を運営

68 中山間地域・離島で 当初要求 島根県育英会等の奨学金を受給している 総 務 部

の資格取得促進事業 3,750 若者等が県内の中山間地域・離島の企業等 [総 務 課]

↓ に就職し、専門の国家資格を取得した場合

査定 に、奨学金の償還の一部又は全額を免除

3,750 （Ｈ28年度に島根県育英会に基金を造成）
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

69 若年者職場定着支援 当初要求 職場定着を図るため、若年者から中堅・ 商工労働部

事業 72,505 幹部層の研修を実施するとともに企業が取 [雇用政策課]

↓ り組む人材育成を支援

査定 ①企業が実施する研修への支援

72,505 人材育成に係る計画に基づき研修を

実施した場合に研修経費等を助成

［対象］

県内に主たる事務所を有する中小

企業

［助成内容］

・人材育成計画作成経費（1/2）

・研修経費（1/2）

・研修支援費

参加者１人当たり800円／時間

［上限額］

・人材育成計画作成

10万円／社

・研修経費・研修支援費

10万円／人かつ100万円／社

②新入社員研修

内定後、就職直後・半年後に社会人

としての心構え、ビジネスマナー等に

関する研修を実施

③若手社員研修

離職率が高い入社２～３年目の社員

を対象に、職場定着のための研修を実

施

④中堅社員研修

中堅社員を対象に、リーダーシップ

や部下育成等に関する研修を実施

⑤経営者研修

人を大切にする経営や魅力ある職場

づくりを学ぶ「人財塾」を開催

⑥職場定着のための職場改善支援

社員定着に向けた職場環境の改善を

支援するため、専門家の派遣等を実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

70 新規 しまねものづくり人 当初要求 ものづくり企業の競争力強化のため、企 商工労働部

財育成促進事業 80,074 業の人材育成に対する取組を支援 [雇用政策課]

↓ ①中小企業中核技術者育成事業

査定 ・中堅、若年技術者を対象に先進技術

80,074 の習得のための集合研修を実施

・ものづくり人材育成支援補助金

企業が課題解決に向けた研修を実

施する場合の研修実施経費を助成

［助成率］1/2

［上限額］50万円

・退職や再雇用期間が終了した熟練技

能者などを、若手社員の指導者とし

て雇用する際の経費を助成

［助成率］1/2

［上限額］120万円／人

②ものづくり人材長期派遣研修支援事業

社員を大学、職業訓練機関、企業等

へ派遣して行う３か月以上（最大２年

間）の長期滞在研修を支援

［助成率］1/2

［上限額］200万円／人／年

③ものづくり新人育成研修事業

技術者としての意識醸成、技術者同

士の横のつながり等を促進するため、

概ね５年未満の社員を対象に先進企業

の視察や技術者との交流を実施

④しまねのものづくり資源活用促進事業

・県内研修施設見学バスツアー

県内のものづくり人材の育成・研

修施設の活用を促進するため、企業、

高校生（保護者）、高校教員等を対

象としたバスツアーを催行

・しまねものづくり企業支援ポータル

サイト構築

ものづくり企業等に対して、人材

育成につながる情報を体系的かつタ

イムリーに発信するポータルサイト

を整備

- 36 -



(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

71 若年者雇用対策事業 当初要求 若年者の県内就職と職業的自立を促進 商工労働部

125,615 ①ジョブカフェしまねの運営 [雇用政策課]

↓ 若年者の県内就職を促進するため、

査定 職業相談から就職後のフォローアップ

125,615 まで一貫して支援

［設置場所］松江市、浜田市

②しまね若者サポートステーションの運

営

若年無業者の職業的自立を促進する

ため、職業相談から就労、フォローア

ップまで一貫して支援

［設置場所］松江市、浜田市

③就労体験の支援

就業経験の浅い若年未就業者に対し

て、企業等における就労体験の機会を

提供

［体験期間］

・長期体験 ３ヶ月～１年

・短期体験 ５日～１か月

［体験者への助成内容］

・長期体験 12万円／月

・短期体験 奨励金 2,400円／日

［受入先への助成内容］

・長期体験 ３万円／月

・短期体験 6,000円／回

72 困難を有する子ども 当初要求 ひきこもりなど社会生活を営む上で困難 健康福祉部

・若者支援事業 21,297 を有する子どもや若者の自立につながる市 [青少年家庭課]

↓ 町村の取組を支援

査定 ①農業等の体験による社会での自立につ

21,297 ながる仕組みづくりをモデル的に実施

［実施箇所］２か所

②圏域における支援拠点として、居場所

の確保や社会体験などの取組を行う市

町村を支援

［助成率］1/2

③圏域ごとに関係機関をつなぐネットワ

ークの構築を支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

73 障がい者就労支援事 当初要求 障がい者の就労を通じた自立支援のた 健康福祉部

業 143,541 め、支援拠点を中心に支援ネットワークを [障がい福祉課]

↓ 構築して就労移行の促進を図るとともに、

査定 就労支援事業所の工賃向上に向けた支援を

143,541 推進

①障害者就業・生活支援センターの運営

障がい者の生活支援を行う生活支援

員と雇用・実習の場の拡大を行う障が

い者雇用促進支援員を配置

②企業への就職に向けたステップアップ

の場としてワークセンターを設置

③就労事業振興センターの運営

・商品の共同販売、人材育成、アドバ

イザー派遣等を実施

・受注拡大のためのコーディネーター

を配置

・農業経営体と障がい者施設等のマッ

チングを支援

④就労機器購入費の助成

74 新規 障がい者雇用に向け 当初要求 県の正規職員としての採用に向け、知的 総 務 部

た受入体制整備事業 20,001 障がい者、精神障がい者を嘱託職員として [人 事 課]

↓ 雇用

査定 ［雇用人数］

20,001 ・知的障がい者 ４人

・精神障がい者 ４人

・サポート専門員 ８人

［雇用期間］

Ｈ29.8月～30.3月

75 特別支援学校職業教 当初要求 特別支援学校に進路指導の代替講師を配 教育委員会

育・就業支援事業 11,696 置し、卒業生のアフターケア、在校生の職 [特別支援教

↓ 場体験受入先の開拓など、希望や適性に応 育課]

査定 じた進路先の確保やその定着を推進

11,696 ［実施校］

・松江、出雲 12ｈ／週×35週

・浜田、石見、益田 10ｈ／週×35週

・隠岐 ６ｈ／週×35週
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

76 障がい者就業支援事 当初要求 特別支援学校高等部卒業者等を特別支援 教育委員会

業 69,818 学校の非常勤嘱託員として雇用し、職業能 [特別支援教

↓ 力や職業意識の向上を図り数年以内の一般 育課]

査定 就労を支援

69,818 ［実施校］

松江・出雲・浜田・石見・益田・隠

岐・松江清心・江津清和・松江緑が丘

養護学校、盲学校、松江・浜田ろう学校

77 障がい者の雇用促進 当初要求 障がい者の適性と能力に応じた雇用機会 商工労働部

・安定事業 81,658 を確保し、障がい者の雇用を促進 [雇用政策課]

↓ ①障がい者が就職に必要な知識や能力を

査定 習得するための職業訓練を実施

81,658 ・東部高等技術校介護サービス科

・西部高等技術校総合実務科

②障がい者委託訓練

企業等に委託して職業訓練を実施

③訓練手当

雇用保険の受給資格がない障がい者

等に対して訓練手当を支給し、職業訓

練の受講を支援

④特例子会社等の設立支援

⑤障がい者雇用促進・啓発

78 中高年齢者の就職相 当初要求 中高年齢者の就職相談窓口を設置し、就 商工労働部

談・職業紹介事業 34,721 職希望者と企業ニーズのマッチングを促進 [雇用政策課]

↓ ［設置場所］松江市、浜田市

査定 ［事業内容］

34,721 求職者の総合相談、無料職業紹介、

セミナーの開催、就職者のフォロー
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

79 新規 地域創生人材育成事 当初要求 宿泊業における人材育成を図るため、求 商工労働部

業 50,000 職者やＵＩターン希望者などを人材派遣 [観光振興課]

↓ 会社が一定期間雇用し、宿泊業に必要な接

査定 遇・語学研修、宿泊施設での実地研修を実

50,000 施（国委託事業）

［事業内容］

・地域人材育成協議会を設置し、研修

受講者の募集や人材育成の実施を調

整・支援

・座学、実地による人材派遣会社によ

る人材育成研修の実施

・受講者と宿泊施設のマッチング
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Ⅰ 活力あるしまね
６．産業基盤の維持・整備

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

80 山陰道の整備促進 当初要求 山陰道の下記区間などの早期開通を目指 土 木 部

（直轄事業負担金） 5,333,334 して整備を促進（平成28年12月の整備率59 [高速道路推

↓ ％） 進課]

査定 ・Ｈ29 朝山大田道路の開通（開通後の

5,333,334 整備率62％）

・Ｈ30 多伎朝山道路の開通（開通後の

整備率67％）

※開通時期は、用地取得などが速やか

に完了する場合

81 浜田港の機能充実 当初要求 国際貿易港として効率性の高い荷役作業 土 木 部

（特別会計） 205,600 を確保するため、浜田港にガントリークレ [港湾空港課]

↓ ーンを整備（№12再掲）

査定 ［事業期間］Ｈ28～30

205,600 ［総事業費］15億円

82 日本海側内航ＲＯＲＯ 当初要求 境港圏域の企業の経営安定及び新たな事 土 木 部

船定期就航化推進事 21,250 業展開を図るため、舞鶴以西の航路の定期 [港湾空港課]

業 ↓ 化を目指し、鳥取県と連携して試験運行を

査定 実施

21,250 ［負担割合］島根県1/4、鳥取県3/4

［支援経費］

・敦賀港－境港間、境港－博多港間の

試験輸送経費（各４回）

・試験輸送を利用する荷主企業の経費

［助成率］1/4（上限50万円／社）
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

83 県内航空路線の維持 当初要求 県内航空路線の維持・充実を図るため、 地域振興部

・充実事業 144,981 県内３空港の利用促進協議会が実施する利 [交通対策課]

↓ 用促進策を支援

要求見直し ［事業内容］

174,981 旅行商品の造成支援、ＰＲ等

↓

査定

174,981

84 萩・石見空港東京線 当初要求 「羽田発着枠政策コンテスト」による東 地域振興部

２便化支援事業 5,488 京線の増便を受け、全日本空輸（株）の運 [交通対策課］

↓ 航経費の一部を、萩・石見空港利用拡大促

査定 進協議会と協調して支援

5,488 ［支援内容］

利用拡大促進協議会の幹事市町が発

行する過疎対策事業債（ソフト分）の

元利償還額（実負担）の一部を助成

85 国際チャーター便支 当初要求 外国からの観光誘客を図るため、県内空 地域振興部

援事業 4,000 港を利用する国際チャーター便を支援 [交通対策課］

↓ ①航空会社に対する着陸料・航行援助施

査定 設利用料の助成

4,000 ［助成率］3/4（上限20万円／回）

②旅行会社に対する旅行商品造成の支援

［助成額］

5,000円／島根県内宿泊のツアー客
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

86 隠岐航路運航維持事 当初要求 隠岐島民の生活を支え、観光振興に不可 地域振興部

業 171,653 欠な隠岐の海上交通確保を図るため、船舶 [交通対策課]

↓ の導入や運航に要した経費の一部を助成

査定 ①船舶の導入に対する支援

171,653 フェリーおきの購入、超高速船及び

島前内航船整備に要する財源として、

隠岐４町村が借り入れた過疎対策事業

債の元利償還金の一部を助成

②船舶の運航に対する支援

・島前内航船運航支援

島前町村組合が運航する島前内航

船の運航費にかかる毎年度の欠損額

の一部を助成

・超高速船運航支援

超高速船レインボージェットの安

定的な運航を図るため、指定管理料

に対する隠岐４町村の実負担の一部

を助成

［運航主体］隠岐汽船（株）

船舶を所有する隠岐広域連合か

らの指定管理

87 江津地域拠点工業団 当初要求 今後の分譲に備え着手した第二期造成を 企 業 局

地整備事業（第二期） 101,989 推進

（宅地造成事業会計） ↓ ［総事業費］約12億円

査定 ［事業期間］Ｈ28～32

101,989 ［造成面積］137,640㎡（３区画）

［Ｈ29実施内容］

測量調査設計、用地取得
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
１．安全対策の推進

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

88 新規 総合防災情報システ 当初要求 県、市町村、消防本部、その他防災関係 防 災 部

ム更新整備事業 48,924 機関における情報連絡体制の確立や防災情 [消防総務課]

↓ 報の共有化、住民への防災情報の提供を行

査定 う総合防災情報システムを更新

48,924 ［債務負担行為］

設定額 295,326千円（Ｈ30～35）

89 防災行政無線整備事 当初要求 県防災行政無線（衛星系、端末系）の老 防 災 部

業 797,236 朽化に伴い、デジタル化及びＩＰ化更新を [消防総務課]

↓ 実施

査定 ［事業期間］Ｈ27～29

797,236 ［Ｈ29実施内容］

国・県機関等の設備の整備

90 新規 住民の地震体験を通 当初要求 地震対策における住民の防災意識の向上 防 災 部

した防災意識啓発事 41,820 を図るため、老朽化した起震車（地震体験 [消防総務課]

業 ↓ 車）を更新

査定

41,820

91 消防職員・消防団員 当初要求 消防活動の充実強化、地域防災力の向上 防 災 部

活動強化事業 68,591 を図るため、消防職員・消防団員の教育訓 [消防総務課]

↓ 練等を実施し、地域の取組を支援

査定 ①消防学校における教育訓練

68,591 消防職員・消防団員に対し、消防知

識や技術の向上を図るための教育訓練

を実施

②消防団と住民の連携による地域防災力

の向上

・地域防災コーディネーターを県消防

協会に配置

・消防団が地域住民と連携し災害時の

避難活動を検討するモデル事業を実

施

・各事業所の従業員による機能別分団

を設置する市町村の取組を支援

【新規】

・女性団員の活動をＰＲする人材を講

演等に派遣 【新規】
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

92 震災・風水害等災害 当初要求 地域防災計画に沿って、地域住民と一体 防 災 部

対策事業 24,747 となって災害に備えた対策を実施 [防災危機管

↓ ①防災訓練の実施（情報伝達、避難訓練、 理課]

要求見直し 応急対策等）

27,207 ・島根県総合防災訓練の実施

↓ ・中国５県共同防災訓練

査定 ②防災研修の開催等

27,207 ・地域防災人材育成研修

・自主防災組織のリーダー等への研修

や防災安全講演会を開催

・地域の防災力向上に資するため、職

員を防災士として養成 【新規】

③防災備蓄物資の更新・補充

防災備蓄物資整備計画で想定する備

蓄物資を更新・補充

④市町村等の防災力向上支援

・市町村ＢＣＰ（業務継続計画）の策

定を支援

・被災地に派遣する職員を対象に、避

難所運営等の実践的な研修を実施

【新規】

93 原子力防災・安全対 当初要求 原子力災害の発生に備え、要配慮者屋内 防 災 部

策事業 1,322,597 退避施設等の放射線防護設備の整備、環境 [原子力安全

↓ 放射線等監視、住民避難体制等を充実 対策課]

要求見直し ①モニタリング機能の強化

2,077,266 ・テレメータシステムのソフトウェア

↓ 改修

査定 ・大気中放射性物質測定機器の更新

2,077,266 ②２県６市による防災訓練の実施

［うちH28.2補正計上］ 初動対応、住民避難、緊急時モニタ

750,000 リング等

③普及啓発の実施

広報誌やパンフレット等の作成配

布、講演会の開催など

④要配慮者屋内退避施設等の確保

放射線防護設備の整備
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

94 道路整備事業（落石 当初要求 道路の安全を確保するため、「落石に係 土 木 部

対策） 2,464,000 る道路防災計画」に基づく対策等を実施 [道路維持課]

↓ ［主な実施内容］

査定 ・道路斜面点検及び危険な石の除去

2,464,000 ・落石防護網等の設置

95 新規 水防情報システム整 当初要求 雨量、水位、ダム諸量などのデータを一 土 木 部

備事業 52,000 元的に管理し、関係機関及び県民への情報 [河 川 課］

↓ 提供や水防情報の発表に活用するシステム

査定 を更新整備

52,000 ［事業期間］Ｈ29～35

［Ｈ29実施内容］

システム詳細設計・運用設計

［債務負担行為］

・設定額 661,500千円（Ｈ30～35）

・システム開発、運用・保守経費

96 建築物等地震対策促 当初要求 国の新耐震基準導入（昭和56年）以前に 土 木 部

進事業 9,800 建築された木造住宅の耐震化を促進するた [建築住宅課］

↓ め、補強計画策定や改修等の経費を助成

査定 ［実施主体］市町村

9,800 ［上限額］

・補強計画策定 100,000円／戸

・耐震改修 206,000円／戸

・解体 100,000円／戸

97 要緊急安全確認大規 当初要求 地震発生時に特に安全性が求められる不 土 木 部

模建築物に対する耐 94,161 特定多数の者が利用する大規模な建築物の [建築住宅課］

震改修助成事業 ↓ 耐震改修費の一部を助成

査定 ［対象施設］

94,161 国の新耐震基準導入（昭和56年）以

前に建築された不特定多数の者が利用

する大規模建築物

［負担割合］

国1/3､県1/6､市町村1/6、事業者1/3

［上限額］50,300円／㎡以内
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

98 新規 要安全確認計画記載 当初要求 地震災害時に人命救助活動等に必要な物 土 木 部

建築物に対する耐震 8,038 資、要員等の広域的な緊急輸送を行う道路 [建築住宅課］

診断・改修助成事業 ↓ を閉塞させるおそれがある建築物の耐震診

査定 断及び改修経費の一部を助成

8,038 ［対象施設］

国の新耐震基準導入（昭和56年）以

前に建築され、県及び市町村の耐震改

修促進計画において指定した緊急道路

沿いで道路を閉塞する恐れがある建築

物

①耐震診断助成

［負担割合］

国1/2、県1/4、市町村1/4

［上限額］

1,030円／㎡～2,060円／㎡以内

②耐震改修助成

［負担割合］

国2/5、県1/6、市町村1/6、事業

者4/15

［上限額］

住宅33,500円／㎡以内

住宅以外50,300円／㎡以内

99 新型インフルエンザ 当初要求 新型インフルエンザ等の感染症発生時に 健康福祉部

対策事業 270,141 適切に対処するための体制整備 [薬事衛生課]

↓ ①初動対応体制の確保

査定 帰国者接触者相談センターの設置、

270,141 ウイルス検査及び感染拡大防止対策経

費

②空床確保

県の要請により重症患者等の受入れ

のために空床を確保した医療機関を支

援

③抗インフルエンザ薬の備蓄

国の新たな備蓄計画に基づき、抗イ

ンフルエンザ薬を購入
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

100 消費者行政推進事業 当初要求 消費者被害の防止等に向けた取組及び消 環境生活部

39,142 費者相談体制の強化 [環境生活総

↓ ①県事業 務課]

査定 消費者教育・啓発の推進

39,142 ②市町村事業（市町村への助成）

市町村の消費者相談窓口の機能強化

101 風雪害等による農業 当初要求 風雪害等に備え、農業施設等の復旧費に 農林水産部

施設等復旧対策事業 300,000 対する助成枠を計上 [農産園芸課]

↓

査定

300,000

102 農畜産物の放射性物 当初要求 福島第一原子力発電所事故の影響による 農林水産部

質検査等事業 45,633 県産肉用牛の風評被害の防止や安全性を確 [畜 産 課]

↓ 認するため、県内でと畜する肉用牛全頭に

査定 ついて放射性セシウム検査を実施

45,633

103 警察施設整備事業 当初要求 ①機動隊の移転改築 42,213 警 察 本 部

272,578 ［総事業費］約25.7億円

↓ うち国整備分 約15.1億円

要求見直し 県整備分 約10.6億円

281,893 ［事業計画］

↓ ・Ｈ28 用地取得等

査定 ・Ｈ29 庁舎実施設計及び土地

281,893 造成設計

・Ｈ30～32 土地造成工事及び建設

工事

・Ｈ32 新庁舎へ移転

②駐在所の整備 239,680

老朽化した駐在所を計画的に整備

104 通信指令システム高 当初要求 110番通報に迅速かつ的確に対応するた 警 察 本 部

度化更新事業 50,760 めに整備している通信指令システムを更新

↓ ①警察庁の基本システムの更新に合わせ

査定 た県システムの更新

50,760 ［債務負担行為］

設定額 1,475,737千円

（Ｈ29～34）

②停電時の電力供給のための電源装置の

更新
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

105 交通管制センター高 当初要求 信号機を制御することにより交通の円滑 警 察 本 部

度化更新事業 217,911 化を図る交通管制システムを更新

↓ ［更新内容］

査定 信号機の制御機能に加えて、カーナ

217,911 ビを通じた信号情報の提供機能を追加

106 県有施設長寿命化推 当初要求 県有施設の長寿命化を図りながら、施設 総 務 部

進事業 3,435,871 修繕費を平準化するため、維持保全計画に [管 財 課]

↓ 基づく計画的な修繕を実施

査定 ［対象施設］

3,136,871 知事部局、警察本部、教育委員会、

県立大学

107 新規 地方創生拠点整備交 当初要求 国の交付金を活用し、地方創生の拠点と 総 務 部

付金事業 0 なる施設を改修 [総 務 課]

↓ ［改修内容］ [管 財 課]

要求見直し ①しまね海洋館アクアス 地域振興部

1,054,250 シロイルカプール・タッチプール [しまね暮ら

↓ 等の改修 し推進課]

査定 ②県立美術館 環境生活部

1,054,250 展示スペース等の改修 [文化国際課]

［うちH28.2補正計上］ ③三瓶自然館サヒメル

1,054,250 自然観察通路、空調設備等の改修

④県立大学（松江キャンパス）

講義室・研究室等の改修
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
２．健康づくりと福祉の充実

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

108 地域包括ケア推進事 当初要求 医療、介護、予防等のサービスを切れ目 健康福祉部

業 10,000 なく提供する「地域包括ケアシステム」の [高齢者福祉課]

↓ 構築に向け、県内各圏域において、在宅医

査定 療と介護の連携等に向けた市町村の取組を

10,000 保健所がコーディネート

109 高齢者介護予防推進 当初要求 高齢者が要介護・要支援状態になること 健康福祉部

事業 565,467 を予防する市町村の取組を支援 [高齢者福祉課]

↓ ①市町村が設置する地域包括支援センタ

査定 ーの運営を支援

565,467 ②市町村が行う介護予防の取組を支援

110 医療介護総合確保促 当初要求 医療介護総合確保促進基金を活用し、介 健康福祉部

進事業（介護分） 1,008,996 護施設の整備や介護人材の確保に向けた取 [高齢者福祉課]

（国基金事業） ↓ 組を支援 [地域福祉課]

要求見直し ①介護施設等の整備

1,012,537 ・地域密着型サービス施設等の整備費

↓ を助成

査定 ・特別養護老人ホームのプライバシー

1,012,537 保護のための改修費を助成

・介護療養型医療施設から介護老人保

健施設等への転換のための整備費を

助成

・介護保険施設等の開設準備経費を助成

②介護人材の確保

・訪問看護ステーションにおける潜在

看護師の雇用に係る経費を助成

・新任介護職員を対象とした介護資格

取得を支援

・中高年齢者等を対象に、介護分野への

就業に向けた入門的研修を実施【新規】

③介護職員のキャリア向上

・介護支援専門員等の研修を支援

・現任介護職員の看護資格取得を支援

④介護人材の育成

・認知症ケアのための人材育成

・在宅医療と介護の連携のための研修

会等を開催
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

111 介護人材確保・定着 当初要求 高齢化の進展や介護人材の不足に対応す 健康福祉部

事業 411,073 るため、将来を見据えた計画的な福祉・介 [地域福祉課]

（一部国基金事業） ↓ 護人材確保を図るための対策を実施 [高齢者福祉課]

査定 （№110一部再掲）

411,073 ①意識啓発の推進

・介護の魅力を発信するイベントの開

催

・中高生の介護施設での職場体験を実

施

②人材の確保

・介護職員の処遇を改善 【新規】

月額約１万円

・介護福祉士養成施設の学生等へ修学

資金を貸付

・離職した介護人材へ再就職準備金を

貸付

・中高年齢者等を対象に、介護分野へ

の就業に向けた入門的研修を実施

【新規】

・離職した介護人材等の再就職を支援

【新規】

・中山間地域・離島で行う介護福祉士

実務者研修のスクーリングに係る経

費を助成

・訪問看護ステーションにおける潜在

看護師の雇用に係る経費を助成

・新任介護職員を対象とした介護資格

取得を支援

③人材の定着

・現任介護職員の看護資格取得を支援

・現任介護職員を介護福祉士実務者研

修に派遣する間の代替職員経費を助

成

112 介護サービス提供支 当初要求 中山間地域・離島のサービス提供困難地 健康福祉部

援事業 32,500 域で、訪問入浴介護や通所介護を行う上で [高齢者福祉課]

↓ 必要となる福祉車両の購入費の一部を助成

査定 ［補助対象］訪問入浴車両・送迎車両

32,500 ［基準額］500万円

［負担割合］

県1/4、市町村1/4、事業者1/2
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

113 療養病床再編推進事 当初要求 医療機関が医療療養病床を介護施設等へ 健康福祉部

業 105,000 転換する場合の整備費の一部を助成 [高齢者福祉課]

↓ ［助成先］６医療機関

査定

105,000

114 障がい者就労支援事 当初要求 障がい者の就労を通じた自立支援のた 健康福祉部

業 143,541 め、支援拠点を中心に支援ネットワークを [障がい福祉課]

↓ 構築して就労移行の促進を図るとともに、

査定 就労支援事業所の工賃向上に向けた支援を

143,541 推進（№73再掲）

①障害者就業・生活支援センターの運営

障がい者の生活支援を行う生活支援

員と雇用・実習の場の拡大を行う障が

い者雇用促進支援員を配置

②企業への就職に向けたステップアップ

の場としてワークセンターを設置

③就労事業振興センターの運営

・商品の共同販売、人材育成、アドバ

イザー派遣等を実施

・受注拡大のためのコーディネーター

を配置

・農業経営体と障がい者施設等のマッ

チングを支援

④就労機器購入費の助成

115 新規 障がい者雇用に向け 当初要求 県の正規職員としての採用に向け、知的 総 務 部

た受入体制整備事業 20,001 障がい者、精神障がい者を嘱託職員として [人 事 課]

↓ 雇用（№74再掲）

査定 ［雇用人数］

20,001 ・知的障がい者 ４人

・精神障がい者 ４人

・サポート専門員 ８人

［雇用期間］

Ｈ29.8月～30.3月
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

116 特別支援学校職業教 当初要求 特別支援学校に進路指導の代替講師を配 教育委員会

育・就業支援事業 11,696 置し、卒業生のアフターケア、在校生の職 [特別支援教

↓ 場体験受入先の開拓など、希望や適性に応 育課]

査定 じた進路先の確保やその定着を推進（№75

11,696 再掲）

［実施校］

・松江、出雲 12ｈ／週×35週

・浜田、石見、益田 10ｈ／週×35週

・隠岐 ６ｈ／週×35週

117 障がい者就業支援事 当初要求 特別支援学校高等部卒業者等を特別支援 教育委員会

業 69,818 学校の非常勤嘱託員として雇用し、職業能 [特別支援教

↓ 力や職業意識の向上を図り数年以内の一般 育課]

査定 就労を支援（№76再掲）

69,818 ［実施校］

松江・出雲・浜田・石見・益田・隠

岐・松江清心・江津清和・松江緑が丘

養護学校、盲学校、松江・浜田ろう学校

118 障がいを理由とする 当初要求 障がいを理由とする差別の解消に向けた 健康福祉部

差別解消推進事業 9,242 取組を推進 [障がい福祉課]

↓ ①「あいサポート運動」による普及啓発

査定 ・研修講師（メッセンジャー）の養成

9,242 研修

・メッセンジャースキルアップ研修の

実施

・企業等に対するあいサポート企業・

団体の認定

②相談体制の整備

・相談対応のための相談員配置

・相談事案の共有を図るための差別解

消支援地域協議会の運営
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

119 在宅心身障がい児援 当初要求 重症心身障がい児（者）等の在宅生活を 健康福祉部

護事業 66,769 支援するための対策を実施 [障がい福祉課]

↓ ①巡回等療育支援事業

査定 巡回又は送迎により重症心身障がい

66,769 児（者）へのサービスを提供する事業

所へ経費を助成

②サービス基盤整備事業

重症心身障がい児（者）を受け入れ

るために看護職員等を雇用する事業所

へ経費を助成

③その他

関係団体への活動支援、支援者研修

会の開催

120 発達障がい者支援体 当初要求 ライフステージに応じた発達障がい者の 健康福祉部

制整備事業 65,338 支援を行うため、発達障害者支援センター [障がい福祉課]

↓ を中心として対策を実施

査定 ①本人及び家族への支援

65,338 本人等への専門的な相談支援、ペア

レントメンターの養成、成人期の自立

や就労支援のための研修

②市町村を中心とした体制整備への支援

地域支援マネージャーによる専門的

な指導・助言

③人材育成及び県民への普及啓発

保育士や事業所職員等の専門研修、

啓発フォーラムの開催

121 障がい者施設等整備 当初要求 障がい者の自立した生活のため、住まい 健康福祉部

事業 384,937 の場としてのグループホーム整備や日中活 [障がい福祉課]

↓ 動の場としての通所事業所整備を支援

査定 ［箇所数］13か所

384,937 ［負担割合］国1/2、県1/4
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

122 食育推進基盤整備事 当初要求 健康を支える食育についての体験活動や 健康福祉部

業 8,121 情報提供、普及啓発等を推進 [健康推進課]

↓ ①スーパーを食の情報発信、実践のため

査定 の拠点とし、毎月19日の「食育の日」

8,121 に啓発を実施

②「しまね食育情報総合サイト」を活用

し、学生と共同で若い世代の興味を引

く食の情報を発信

③県内３か所の薬局に、管理栄養士によ

る食の相談窓口を設置

④毎月19日の食育の日、６月の食育月間

のＰＲ等による普及啓発を実施

⑤市町村等の栄養士、民間企業、団体、

等を対象とした人材育成のための研修

を実施

⑥全国食生活改善大会の実施 【新規】

⑦健康づくり応援店拡大による栄養情報

の提供を通じた食生活の改善

⑧郷土食、伝統食の継承のための啓発
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
３．医療の確保

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

123 医療介護総合確保促 当初要求 医療介護総合確保促進基金を活用し、医 健康福祉部

進事業（医療分） 1,716,960 療従事者の確保対策等の取組を推進 [医療政策課]

（国基金事業） ↓ １ 医師確保対策 [健康推進課]

査定 ①全国から医師を呼び県内医療機関視察 [高齢者福祉課]

1,716,960 ツアーを実施 [薬事衛生課]

②医学生向け奨学金の貸与

③産婦人科等研修医向け研修資金の貸与

【新規】

④島根大学医学部等における医師の養成

を支援

・島根大学医学部に寄附講座を設置

・鳥取大学医学部の研修・教育環境整

備

⑤しまね地域医療支援センターにおける

若手医師のキャリア形成や診療科単位

のネットワーク形成等を支援

⑥過疎地域・離島の病院等における医師

の赴任・定着を促すための勤務環境改

善等の取組を支援

⑦産科医師に分娩業務手当を支給する医

療機関を支援

２ 看護師確保対策

①看護学生向け修学資金の貸与枠に「過

疎地域・離島枠（20人）」を確保

②島根県立大学に緩和ケア認定看護師の

養成コースを設置

③病院の院内保育所運営費を助成

④民間看護師等養成所の運営費を助成

３ 在宅医療の推進

①条件不利地域で在宅医療を行う病院や

訪問看護ステーション等の運営を支援

②在宅医療の質の向上のための訪問診療

用機器・車両等の整備を行う診療所等

を支援

③在宅緩和ケアを行う開業医の研修を実

施

４ 病床の機能転換に向けた支援

①医療機関の施設整備への助成

②各圏域における具体的な取組や人材確

保・育成を支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

124 地域医療を支える医 当初要求 中山間地域・離島及び産科、小児科等の 健康福祉部

師確保養成対策事業 830,743 特定診療科における深刻な医師不足に対応 [医療政策課]

（一部国基金事業） ↓ するため、医師確保養成対策を実施

要求見直し １ 国補助・県単独事業分 358,578

831,673 ①現役の医師を『呼ぶ』対策

↓ ・全国からの医師招へいに向けた情報

査定 収集や県外医師との出張面談

831,673 ・地域医療機関での勤務を前提に県立

病院での専門研修

②地域医療を担う医師を『育てる』対策

・県内の地域医療に携わる意志のある

医学生向け奨学金

・自治医科大学運営費の負担

③地域勤務医師を『助ける』対策

・公立産科病院に対する支援

・県立病院から代診医を派遣

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分）

（№123一部再掲） 473,095

①全国から医師を呼び県内医療機関視察

ツアーを実施

②医学生向け奨学金の貸与

③産婦人科等研修医向け研修資金の貸与

【新規】

④島根大学医学部等における医師の養成

を支援

・島根大学医学部に寄附講座を設置

・鳥取大学医学部の研修・教育環境整

備

⑤しまね地域医療支援センターにおける

若手医師のキャリア形成や診療科単位

のネットワーク形成等を支援

⑥過疎地域・離島の病院等における医師

の赴任・定着を促すための勤務環境改

善等の取組を支援

⑦産科医師に分娩業務手当を支給する医

療機関を支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

125 看護職員等確保対策 当初要求 必要な医療提供体制を確保するため、看 健康福祉部

事業 652,661 護職員の確保対策を実施 [医療政策課]

（一部国基金事業） ↓ １ 国補助・県単独事業分 409,008 [健康推進課]

要求見直し ①県内進学の促進

651,077 県立高等看護学院（松江・石見）の

↓ 運営

査定 ②県内就業の促進

651,077 県内就業を目指す看護学生に修学資

金を貸与

③離職防止

新人看護職員向けの研修や離職防止

の取組への支援

④再就業の促進

・県ナースセンターにより潜在看護師

等を対象とした無料職業紹介を実施

・再就業支援講習会等を開催

⑤資質の向上

・新人職員から管理者まで様々な段階

において看護師等への研修を実施

・医療施設間における期間限定での助

産師出向・受入れを支援

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分）

（№123一部再掲） 242,069

①看護学生向け修学資金の貸与枠に「過

疎地域・離島枠（20人）」を確保

②島根県立大学に緩和ケア認定看護師の

養成コースを設置

③病院の院内保育所運営費を助成

④民間看護師等養成所の運営費を助成
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

126 しまねがん対策強化 当初要求 質の高い医療の実現、がんの予防及び早 健康福祉部

事業 118,021 期発見の推進を図るため、総合的ながん対 [医療政策課]

（一部国基金事業） ↓ 策を実施 [健康推進課]

査定 １ 国補助・県単独事業分 104,247

118,021 ①がん検診受診の促進

がん検診の周知やきっかけづくりな

ど、市町村・検診機関等と一体となっ

た取組を実施

②がん医療水準の向上

がん診療連携拠点病院のない圏域に

おけるがん診療体制を強化

・益田赤十字病院の国指定病院化に向

けた取組を支援 【新規】

・地域の病院と拠点病院との連携を支

援 【新規】

③緩和ケアの推進

圏域ごとの緩和ケアネットワークの

取組を支援

④患者等への支援

・がん患者の社会参加を促すため、医

療用ウィッグ等の購入費を助成

【新規】

・患者団体の意見交換会、研修会の開

催

・がん患者の就職相談等就労支援を実

施

・がん患者就労支援連絡会議の開催

⑤がん教育の推進

・保健所から学校への出前授業等を実

施

・学校で効果的な授業を行うための調

査、研究を実施

・県立図書館の「がん関連図書コー

ナー」の図書を整備

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分）

（№123一部再掲） 13,774

島根県立大学に緩和ケア認定看護師

の養成コースを設置
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
４．結婚・出産・子育て支援の充実

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

127 第１子・第２子に係 当初要求 若い子育て世帯等における３歳未満の第 健康福祉部

る保育料軽減事業 333,271 １子・第２子に係る保育料を軽減する市町 [子ども・子育

↓ 村を支援 て支援課]

要求見直し ［基準額］国が定める保育料の基準額

329,381 ［交付率］基準額の1/3

↓ ［対象とする所得階層］

査定 第２階層～第４階層（所得割課税額

329,381 97,000円未満）

［負担割合］県10/10

128 第３子以降保育料軽 当初要求 ３歳未満の第３子以降の児童に係る保育 健康福祉部

減事業 121,940 料を軽減する市町村を支援 [子ども・子育

↓ ［基準額］国が定める保育料の基準額 て支援課]

査定 ［補助率］第２～４階層 基準額の2/3

121,940 第５～８階層 基準額の1/2

［負担割合］県1/2、市町村1/2

129 待機児童ゼロ化事業 当初要求 年度途中の入所希望に対応するため、保 健康福祉部

30,680 育定員を増やして受入体制を拡充する私立 [子ども・子育

↓ 保育所等を支援 て支援課]

査定 ［対象］

30,680 待機児童が発生している市町村の私

立保育所等

［基準額］

受入可能な０・１歳児の数に応じて

人件費を助成

・３人の受入可能 200,000円／月

・２人の受入可能 132,000円／月

・１人の受入可能 66,000円／月

［負担割合］県1/2、市町村1/2
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

130 病児保育促進事業 当初要求 病児・病後児保育の開設を促進するた 健康福祉部

20,000 め、開設経費（創設、改築、大規模修繕等） [子ども・子育

↓ の一部を国制度と連携して助成 て支援課]

査定 ①国制度

20,000 ［負担割合］

市町村が整備する場合

国1/3、県1/3、市町村1/3

［対象経費］施設・設備の整備費

②県制度（国制度に該当しない場合）

［負担割合］

市町村が整備する場合

県1/2、市町村1/2

［対象経費］施設・設備の整備費

131 しまね結婚・子育て 当初要求 出生数を増やすために市町村が取り組む 健康福祉部

市町村交付金事業 150,000 「結婚支援」「妊娠・出産支援」「子育て支 [子ども・子育

↓ 援」等の経費の一部を助成 て支援課]

査定 ［基準額］

150,000 子どもや女性の数に応じて市町村ご

との基準額を設定

［補助率］1/2

132 しまねすくすく子育 当初要求 子育て環境の充実を図るために市町村や 健康福祉部

て支援事業 121,572 ＮＰＯが取り組む「島根らしいきめ細かな [子ども・子育

↓ 子育て支援」の経費の一部を助成 て支援課]

査定 ①しまねすくすく子育て支援事業費交付

121,572 金（メニュー方式）

国庫補助の対象とならない小規模な

保育や既存制度では対応できない子育

て家庭のニーズに対する市町村の取組

を支援

②民間団体支援事業

ＮＰＯ法人等のネットワーク化支

援、子育て家庭への情報発信等を実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

133 子ども・子育て支援 当初要求 待機児童を解消するとともに、多様な保 健康福祉部

新制度事業 5,041,007 育・教育を受けることができるよう「量の [子ども・子育

↓ 拡充」と「質の向上」に向けた給付及び支 て支援課]

査定 援事業を実施

5,041,007 ①保育所等給付費

・私立保育所等の運営に要する経費の

県負担分を市町村へ給付

［負担割合］

国1/2、県1/4、市町村1/4

・保育士の処遇を改善 【新規】

平均２％（月額約6,000円）

経験に応じた加算

②地域の子育て支援事業

・一時預かり事業、延長保育事業、放

課後児童クラブ等に要する経費の県

負担分を市町村へ補助

［負担割合］

国1/3、県1/3、市町村1/3

・放課後児童クラブの夏休み等、長期

休暇期間中の受入支援 【新規】

・放課後児童支援員の処遇を改善

月額約１万円 【新規】

経験に応じた加算
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

134 保育士の確保・定着 当初要求 保育環境の充実を図るため、保育士の確 健康福祉部

支援事業 58,585 保・定着に向けた取組を推進 [子ども・子育

↓ ①保育士の確保対策 て支援課]

査定 ・保育士養成施設の学生に修学資金を 総 務 部

58,585 貸付 [総 務 課]

・保育補助者の雇用及び資格取得を支 教育委員会

援するための資金を貸付 [学校企画課]

・潜在保育士の保育所への復帰を支援

するための資金を貸付

・保育士・保育所支援センターに保育

士バンクを設置し、潜在保育士に対

し復職に関する情報を提供 【新規】

・保育士養成施設の学生等を対象とし

た就職説明会、県外ガイダンスを実

施

・県外の学生が、県内の保育所を実習

先とする場合、実習等にかかる旅費

の一部を助成 【新規】

②保育士等の定着対策

保育所や認定こども園等の勤務者が

必要とする資格の取得を幅広く支援

135 放課後児童クラブ支 当初要求 放課後児童クラブの拡充、充実を図るた 健康福祉部

援事業 53,617 め、施設整備費の一部の助成と放課後児童 [子ども・子育

↓ 支援員の確保に向けた研修を実施 て支援課]

要求見直し ①放課後児童クラブ施設整備事業

49,805 ［箇所数］10か所

↓ ［負担割合］

査定 国1/3、県1/3、市町村1/3

49,805 ②放課後児童支援員認定研修

平成31年度までに1,200人を養成

［委託先］島根県社会福祉協議会
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

136 平成の縁結び応援事 当初要求 未婚・晩婚化対策として、縁結びボラン 健康福祉部

業 104,391 ティア「はぴこ」と連携し、総合的な結婚 [子ども・子育

↓ 対策を実施 て支援課]

要求見直し ①しまね縁結びサポートセンター事業

106,417 県内２か所に設置した「しまね縁結

↓ びサポートセンター」で、男女の縁結

査定 びをサポート

106,417 ・鳥取県と連携し、結婚への機運を醸

成するキャンペーンを実施 【新規】

・若年層をターゲットに、ＳＮＳを活

用した情報発信 【新規】

・結婚の相談や情報発信

・縁結びボランティア「はぴこ」の活

動支援

・婚活イベントやセミナーなどの実施

・企業や団体等が行う独身男女の出会

いの場づくりの活動を強化

・企業内、企業間での結婚支援を行う

「しまね縁結びサポート企業」の拡

大

・ふるさと島根定住財団等と連携し

た、県外在住者への結婚支援【新規】

②結婚・妊娠・出産に関する啓発・広報

・児童生徒に対する助産師・専門講師

による妊娠・出産や人生設計に関す

る講座を実施

・若者の結婚に対する理解や関心を高

めるための啓発、広報を実施

137 不妊治療支援事業 当初要求 不妊に悩む夫婦の不妊治療への参加を後 健康福祉部

226,374 押しするため、治療費等の一部を助成 [健康推進課]

↓ ①特定不妊治療費の助成

査定 ［助成額］１回目 30万円

226,374 ２～６回目 15万円

［負担割合］国1/2、県1/2

②特定不妊治療に併せて男性不妊治療を

行う場合に助成

［助成額］15万円／回

［負担割合］国1/2、県1/2

③男性の不妊検査費の助成

［助成率］1/2

［上限額］２万円／回
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

138 中小・小規模事業者 当初要求 出産や育児による離職を減らし、従業員 商工労働部

等出産後職場復帰促 187,971 が出産後も働き続けることを事業者に促す [雇用政策課]

進事業 ↓ ため、小規模事業者等に奨励金を支給

査定 ［対象企業］

187,971 従業員数50人未満の小規模事業者等

［支給要件］

従業員が出産し、職場復帰後３ヵ月

以上雇用

［支給額］

①従業員が育児休業を３ヵ月以上取得

した場合 20万円／人

②①以外（育児休業が３ヵ月未満等）

で職場復帰した場合 10万円／人

139 みんなで子育て応援 当初要求 家庭、地域、団体、企業等が一体となり、健康福祉部

事業 6,166 県全体で子育てを支援 [子ども・子育

↓ ・こっころパスポートの普及 て支援課]

査定 ・子育て支援に積極的なグループや企

6,166 業、こっころ協賛店等の表彰

・しまね子育て応援サイト「こことも」

で子育て支援に役立つ情報を発信

140 仕事と子育ての両立 当初要求 仕事と子育てを両立できる社会を目指し 健康福祉部

支援事業 1,516 た取組を推進 [子ども・子育

↓ ・子育てにやさしい職場づくりに取り組 て支援課]

査定 む「こっころカンパニー」の認定等

1,516 ・子育てを積極的に行う男性「イクメン」

や部下の育児参画に理解のある上司

「イクボス」の養成、啓発
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

141 木の家ですくすく子 当初要求 子育て世帯が県産木材を使用した住宅等 農林水産部

育て応援事業 120,000 の新築、増改築等を行う場合に工事費の一 [林 業 課]

↓ 部を助成（№40再掲）

査定 ［事業期間］Ｈ28～31

120,000 ［助成対象］子育て世帯

［Ｈ29助成戸数］260戸程度

［助成上限額］

・新築 30万円（石州瓦加算７万円）

・増改築 15万円（石州瓦加算５万円）

・修繕、模様替え 10万円

・上記に対し次のいずれかの場合10万

円を加算

三世代同居・近居、ＵＩターン

者、中山間地域・離島

［事業主体］島根県木材協会

142 石州瓦の家で安心子 当初要求 安心して子育てできる住環境を確保する 商工労働部

育て応援事業 30,000 ため、子育て世帯が石州瓦を使用した住宅 [産業振興課]

↓ を建築・購入・増改築する場合に工事費の

査定 一部を助成（№4一部再掲）

30,000 ［事業期間］Ｈ28～31

［助成対象］子育て世帯

［Ｈ29助成戸数］430戸程度

［助成上限額］

・新築・購入 ７万円

・増改築 ５万円

［事業主体］石州瓦工業組合
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

143 子どもと家庭の相談 当初要求 児童及び児童のいる家庭が身近なところ 健康福祉部

事業 39,156 で相談できる体制を整備 [青少年家庭課]

↓ ①電話相談事業 教育委員会

査定 ②児童福祉法改正に伴う体制整備 ［教育指導課］

39,156 ・児童相談所への弁護士、保健師の配

置 【新規】

・研修受講による児童福祉司、児童心

理司の専門性強化 【新規】

・養子縁組里親を対象とした研修の実

施 【新規】

③市町村相談体制強化のための研修

④子どもの相談・支援機能強化事業

子どもや家庭に関する相談・支援機

関の連絡会議の設置

144 ひとり親家庭自立支 当初要求 ひとり親家庭等の自立を促進するため、 健康福祉部

援事業 13,801 子育て・生活への支援や、就業・経済的な [青少年家庭課]

↓ 支援などを実施

査定 ・ひとり親家庭の子どもに対し、大学生

13,801 等による学習支援をモデル的に実施

・ひとり親家庭等に対する各種相談、就

業支援、日常生活支援を実施
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
５．生活基盤の維持・確保

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

145 中山間地域総合対策 当初要求 中山間地域に安心して住み続けることが 地域振興部

（「小さな拠点づく 303,336 できるよう、公民館エリア（旧小学校区） [しまね暮ら

り」推進事業） ↓ を基本に、「小さな拠点づくり」（住民主体 し推進課]

査定 での地域運営の仕組みづくり）を推進

284,414 ①現場支援の強化

・県による現場支援を担う専任職員

（任期付研究職）10名を配置

・市町村の現場支援を担う専任スタッ

フの配置を支援

・民間の力で地域づくりをサポートす

る「中間支援組織」を育成・活用

②住民主体の議論の喚起

・しまねの郷づくりカルテも用いなが

ら、「小さな拠点づくり」に向けた

議論を喚起

・公民館との連携を担う専任スタッフ

を配置

③地域を担う人材の確保・育成

・地域の課題解決に向けた計画づくり

や実践活動などで中心的な役割を担

う人材を育成するための研修等を実

施

・地域おこし協力隊の確保・育成のた

めの合同説明会や研修会を開催

④地域に対する支援

過疎債ソフト事業等を活用し、地域

の課題解決の取組と「要」の人材配置

を支援する市町村に対し、負担の一部

を助成

⑤住み続けるための生活サポート

・市町村が住民、各種団体と連携して

行う買い物弱者対策や地域産業の振

興等の支援

・廃校等を利用して、サービスの集約

等により生活諸機能を維持するモデ

ルを構築するため、改修費等を助成

⑥地域産業の振興のための取組支援

民間専門家によるセミナーや個別研

修会を実施し、コミュニティビジネス

の取組を支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

146 新規 特定有人国境離島地 当初要求 隠岐地域の住民等が継続的に居住できる 地域振興部

域社会維持推進交付 271,200 よう、利用する航路及び航空路の運賃引き [交通対策課]

金事業 ↓ 下げを支援

査定 ①航路運賃低廉化事業

271,200 隠岐航路の現行住民運賃をＪＲ運賃

並みに引き下げ

［引き下げ限度額］

ＪＲ在来線運賃並み（ジェットフォ

イルは特急指定席並み）

［負担割合］

国5.5/10、県2.25/10、町村

2.25/10

②航空路運賃低廉化事業

隠岐－出雲間の現行住民航空路運賃

を新幹線並みに引き下げ

［引き下げ限度額］

新幹線運賃並み

［負担割合］

国5.5/10、県2.25/10、町村

2.25/10
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

147 生活交通ネットワー 当初要求 幹線交通から集落間交通まで、バス事業 地域振興部

ク総合支援事業 385,039 者・市町村・ＮＰＯ等による地域生活交通 [交通対策課]

↓ を確保する取組を総合的に支援（①の実証

査定 事業の成果をもとに平成30年度以降の②の

385,039 交付金制度を設計）

①地域生活交通再構築実証事業

「小さな拠点づくり」に向けて、輸

送需要に応じた最適な交通手段の組み

合わせによる地域生活交通の再構築を

図るため、実証事業等に取り組む市町

村を支援

［実施期間］

・立ち上がり支援 Ｈ28～29

・運行支援 本格運行後４年間

［実施箇所］

12か所程度

［助成対象］

デマンド型バス・乗合タクシーや

公共交通空白地有償運送等

［助成率］

・立ち上がり支援 2/3

・運行支援 1/2

②生活交通確保対策交付金

・市町村が行うバス路線等に対し、運

行経費の一部を助成

・ＮＰＯ等が行う公共交通空白地有償

運送に対し、運行経費の一部を助成

［助成率］1/3～1/2

③地域間幹線系統確保維持費補助金

バス事業者による広域的・基幹的な

バス路線の維持に対して、国庫補助と

協調して、県・市町村が運行経費等を

助成

［助成率］1/2

④広域バス路線維持費補助金

バス事業者による複数市町村に跨る

バス路線の維持に対して、県・市町村

が運行経費等を助成

［助成率］1/2
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

148 一畑電車運行維持事 当初要求 沿線住民の日常生活に必要不可欠な一畑 地域振興部

業 339,277 電車の運行を維持するため、インフラ所有 [交通対策課]

↓ 権を移転しない「上下分離方式」により、

査定 線路・電路・車両の維持、修繕、更新経費

339,277 を松江市、出雲市と共同で支援

①基盤設備維持費補助金

線路・電路・車両の維持、修繕、更

新に対する助成

［負担割合］県1/2、市1/2

②地域公共交通確保維持改善事業費等補

助金

安全性向上に資する設備の整備に対

する助成

［負担割合］国1/3、県1/3、市1/3

149 中山間地域等直接支 当初要求 平地地域と中山間地域等の農用地との生 農林水産部

払事業 1,465,740 産条件の格差に対し、交付金を交付 [農業経営課]

↓ ［４期対策期間］Ｈ27～31

査定 ［対象者］

1,465,740 集落協定により５年以上継続して農

業生産活動を行う農業者等

［負担割合］

区分 国 県 市町村

５法指定地域 1/2 1/4 1/4

５法外知事特認 1/3 1/3 1/3

５法内知事特認 1/2 1/4 1/4

５法指定地域とは、

特定農山村、振興山村、過疎地域、半島地域、

離島地域

150 多面的機能支払事業 当初要求 農地の維持、水路や農道の補修等の地域 農林水産部

1,310,366 資源の向上を図る共同活動を支援 [農村整備課]

↓ ［負担割合］国1/2、県1/4、市町村1/4

査定

1,310,366
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

151 新規 集落営農体制強化ス 当初要求 中山間地域における農地の維持と集落の 農林水産部

ピードアップ事業 87,349 活性化を図るため、集落営農組織の法人化 [農業経営課]

↓ と農地の有効活用、広域連携組織の設立と

査定 多業化による収益確保を一体的に支援

70,381 （№17再掲）

①複数の集落営農組織等が連携する広域

連携組織の設立支援

・集落間の意見調整や事業計画策定を

サポートする広域連携コーディネー

ターを設置

・事業計画作成のために取り組む研修

会開催経費等を支援

②広域連携組織の活動支援

・多業化に取り組む人材育成のための

研修を実施

・多業化のための試行的な取組を支援

［助成率］2/3

・農産物の共同販売や大型機械の共同

利用など収益確保のための取組を支

援

［助成率］ソフト1/2、ハード1/3

・広域連携組織が法人化する際に必要

な経費を支援

［助成率］定額 40万円／団体

③個別集落営農組織の活動支援

・転作や施設整備など農地維持・活用

のための取組を支援

［助成率］ソフト1/2、ハード1/3

・法人化に伴う会計ソフト導入等の経

費処理の効率化を支援

［助成率］定額 10万円／団体

④地域協議会等の行う支援体制整備

農業再生協議会が実施する研修会等

の活動を支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

152 シカ適正管理対策委 当初要求 出雲北山山地に生息するニホンジカを適 農林水産部

託事業 30,764 正な生息密度で管理するため、出雲北山山 [森林整備課]

↓ 地及び湖北山地における捕獲対策経費及び

査定 両地域の農林作物被害の軽減を図るための

30,764 経費を助成

［委託先］出雲市ほか

［事業概要］

・生息頭数管理

・農林作物被害対策

・生息環境整備

153 新規 野生鳥獣被害緊急対 当初要求 野生鳥獣等の大量出没に備え、県民の安 農林水産部

策事業 20,000 全確保、被害防止対策、捕獲強化等の経費 [森林整備課]

↓ を計上

査定

20,000

154 しまね長寿の住まい 当初要求 既存一戸建て住宅のバリアフリー改修工 土 木 部

リフォーム助成事業 175,000 事に要する経費の一部を助成 [建築住宅課]

↓ ［助成戸数］500戸程度

査定 ［助成額］工事費の23％（上限40万円）

175,000 ［事業主体］島根県建築住宅センター

［事業期間］Ｈ27～29

155 ハートフルしまね事 当初要求 自治会等が行う道路、河川等の公共土木 土 木 部

業 41,415 施設の草刈・清掃活動等に対し助成金の交 [道路維持課]

↓ 付や損害保険料を負担 [河 川 課]

査定 ①道路 [港湾空港課]

41,415 ・草刈 100㎡当たり１回につき [砂 防 課]

1,500円／団体 [都市計画課]

・清掃等 実費 上限１万円／団体

②河川、海岸、港湾施設、砂防施設

・草刈 200円／ｈ／人

・清掃等 実費 上限１万円／団体
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

156 流域下水道特別会計 当初要求 計画的な経営基盤の強化と財政マネジメ 土 木 部

の企業会計化 14,000 ントの向上等をより的確に行うため、平成 [下水道推進課]

（特別会計） ↓ 32年度から企業会計を適用（地方公営企業

査定 法の一部適用）

14,000 企業会計化に向けて、固定資産調査、シ

ステム構築、法適用に伴う事務手続の検討

等を実施

［Ｈ29予算内容］

企業会計化支援業務委託 14百万円
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Ⅲ 心豊かなしまね
１．教育の充実

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

157 小・中学校少人数学 当初要求 ①小学校１・２年生 教育委員会

級編制 1,051,813 小学校１・２年の１学級の児童数が [総 務 課]

↓ 31人以上の学校について、学校の実態等 [学校企画課]

要求見直し を踏まえ、30人学級編制又はスクール

1,070,539 サポート事業（非常勤講師配置）を実施

↓ ［Ｈ29予定］

査定 ・30人学級編制 63人

1,016,990 ・スクールサポート事業 33人

②小学校３年生～中学校３年生

多様な児童生徒に対するきめ細かな

教育指導を充実するため、小学校３年

生から中学校３年生まで35人学級編制

を実施

［Ｈ29予定］127人

158 児童・生徒へのサポ 当初要求 ①中学校クラスサポート事業 教育委員会

ート事業 519,902 不登校や問題行動が急増する中学校 [学校企画課]

↓ １年生を対象に、学習面・生活指導面

査定 からきめ細かい支援を行うため、必要

519,902 性の高い大規模校に非常勤講師を配置

［Ｈ29予定］34人

②特別な支援のための非常勤講師配置事

業（にこにこサポート事業）

・通常の学級にＬＤ（学習障がい）、

ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障がい）

など特別な支援を要する児童が在籍

し、特に対応が困難な小学校を対象

に非常勤講師を配置

・児童生徒の障がいの多様性や突発的

な行動にきめ細かに対応するため、

小・中学校の特別支援学級のうち多

人数の学級に非常勤講師を配置

［Ｈ29予定］120人

③学びの場を支える非常勤講師配置事業

（学びいきいきサポート事業）

自学教室等を設置して個別に指導を

行う必要のある中学校に非常勤講師を

配置

［Ｈ29予定］30人
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

159 悩みの相談・不登校 当初要求 いじめ、不登校等の課題に対し、未然防 教育委員会

対策事業 261,543 止や早期発見・対応を強化 [教育指導課]

↓ ①生徒指導体制充実強化事業

査定 ・児童生徒の心の状態を客観的に把握

261,543 するアンケートＱＵをいじめの未然

防止、早期発見等に活用

［小中学校］

小学校３年生～中学校３年生対

象、市町村へ実施経費の1/2を助成

［高等学校］

１・２年生対象、年２回実施

[特別支援学校]

希望する学校を対象、年２回実

施

・弁護士、臨床心理士等の外部人材を

アドバイザーとして学校等に派遣

・「島根県生徒指導審議会」、「いじめ

問題対策連絡協議会」の開催

②悩みの相談事業

・スクールカウンセラー配置

・子どもと親の相談員配置

・いじめ相談テレフォン

・スクールソーシャルワーカー活用

・「こころ・発達」教育相談

・教育相談員の配置

③不登校対策推進事業

・教育支援センター（適応指導教室）

ひきこもりがちな児童生徒に対す

る活動の機会の提供を支援（10市町）

・連絡調整員の配置

中学校卒業者や高校中退者でひき

こもりの状態にある者に対する支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

160 新規 インクルーシブ教育 当初要求 障がいのある児童生徒に連続性のある多 教育委員会

システム構築事業 23,439 様な学びの場を提供 [特別支援教

↓ ①特別支援学校機能向上事業 育課]

要求見直し 代替非常勤講師を配置し小中学校等

53,298 への相談・支援を強化

↓ ②小中学校等特別支援教育充実事業

査定 研修会等を通じた担当教員の専門性

53,298 の向上により通級指導を充実

③特別支援教育支援専任教員の配置

小中学校教員に対する学級経営や学

習指導に関する相談支援体制を構築

④高等学校特別支援教育体制整備事業

高等学校における通級指導や特別支

援教育の推進組織を設置し体制整備を

推進

（注）インクルーシブ教育システム：障がいのある

者と障がいのない者が、合理的配慮のもと、

可能な限り共に学ぶ仕組み

161 特別支援学校職業教 当初要求 特別支援学校に進路指導の代替講師を配 教育委員会

育・就業支援事業 11,696 置し、卒業生のアフターケア、在校生の職 [特別支援教

↓ 場体験受入先の開拓など、希望や適性に応 育課]

査定 じた進路先の確保やその定着を推進

11,696 （№75再掲）

［実施校］

・松江、出雲 12ｈ／週×35週

・浜田、石見、益田 10ｈ／週×35週

・隠岐 ６ｈ／週×35週

162 障がい者就業支援事 当初要求 特別支援学校高等部卒業者等を特別支援 教育委員会

業 69,818 学校の非常勤嘱託員として雇用し、職業能 [特別支援教

↓ 力や職業意識の向上を図り数年以内の一般 育課]

査定 就労を支援（№76再掲）

69,818 ［実施校］

松江・出雲・浜田・石見・益田・隠

岐・松江清心・江津清和・松江緑が丘

養護学校、盲学校、松江・浜田ろう学校

- 77 -



(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

163 中山間地域・離島の 当初要求 中山間地域・離島の県立高校と地域が一 教育委員会

県立高校魅力化事業 73,544 体となって実施する高校魅力化の取組を支 [教育指導課]

↓ 援 [社会教育課]

査定 意欲ある市町村とともに対象高校を順次

61,709 拡大

［事業概要］

高校を含む地域の協議会の活動費

［事業期間］

Ｈ29～31

164 教育魅力化支援事業 当初要求 ①ふるさと教育推進事業 教育委員会

108,837 小中学校が取り組む地域の「ひと・ [教育指導課]

↓ もの・こと」を活用したふるさと教育 [社会教育課]

査定 の活動費を市町村に交付

85,520 ②中山間地域・離島の教育魅力化支援事

業 【新規】

中山間地域・離島において、高校魅

力化と一体的・系統的に小中学校等の

教育の魅力化に取り組む市町村を支援

［事業概要］

・ふるさと教育、キャリア教育の一

体的・系統的な推進

・統括プロデューサーの配置 など

［事業期間］

Ｈ29～31

165 結集！しまねの子育 当初要求 市町村が実施する学校支援、放課後支援、教育委員会

て協働プロジェクト 103,615 家庭教育支援、土曜日の教育支援、地域未 [社会教育課]

↓ 来塾の経費を助成

査定 ［負担割合］

103,615 国1/3、県1/3、市町村1/3

- 78 -



(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

166 明日のしまねを担う 当初要求 小・中・高校生のキャリア教育を推進 教育委員会

キャリア教育推進事 66,953 ①働くことを学ぼう事業 [教育指導課]

業 ↓ 産学官が連携し、高校生が県内で働

査定 く大人から学ぶ機会を充実

66,953 ・働くことを見る・聴く事業

働くことや企業・地域を理解する

ために企業見学や出店型講演会等を

実施

・インターンシップ事業

短期インターンシップに加え年間

を通じた長期インターンシップを実施

・教員連携・キャリアアップ事業

教員のキャリアカウンセリングに

関わる指導力向上を目的とした教員

の研修や学校と企業の情報交換会等

を実施

②学びを活かそう事業

産学官連携による課題研究等を実施

し、その成果を出前授業や発表会で地

域に還元

［普通科］

官公庁等と連携し、「地域理解・

地域活性化」に関する問題解決型学

習を実施

［理数科］

大学等と連携し、科学、数学に関

する課題研究を実施

［専門学科］

産業界等と連携し、農業・工業な

どに関する課題研究を実施

③みんなのまちづくりプロジェクト事業

児童生徒が身近な地域を素材とし、

学ぶことの意義や学びと社会のつなが

りを実感できるプロジェクト学習を展

開（市町村への委託事業）

167 食の縁結び甲子園事 当初要求 全国の高校生を対象に、創造力・コミュ 教育委員会

業 19,512 ニケーション力の育成、島根の豊富な地域 [教育指導課]

↓ 資源の情報発信等を目的とし、島根の食材

査定 と参加者の地域食材を融合させた料理の全

19,512 国コンテストを開催
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

168 子ども読書活動推進 当初要求 １ 学校図書館の充実と活性化を図るとと 教育委員会

事業 232,771 もに、図書館を活用した教育を推進 [教育指導課]

↓ ①小中学校 [特別支援教

要求見直し ・学校司書等配置事業 育課]

237,568 小中学校の学校司書の配置の充実 [社会教育課]

↓ に取り組む市町村を交付金で支援

査定 ・司書教諭養成事業

237,568 司書教諭資格取得のための受講経

費を助成

・学校図書館活用教育研究事業

教科等の指導に活かせる学校図書

館活用の方法を小中学校13校で研究

②高等学校

・学校司書が配置されない12学級未満

の県立高校17校に学校司書を配置

・学校司書の研修、図書の整備

③特別支援学校

・全校に学校司書を配置

・学校司書の研修、図書の整備

④県立図書館

・学校司書の研修

・学校図書館ボランティアの研修

・学校図書館の運営を支援するための

司書教諭の配置 【新規】

２ 読み聞かせや親子読書を普及し、家庭

や地域における子ども読書活動を推進

①乳幼児への読み聞かせ用図書「しまね

子育て絵本」の整備

②男性による読み聞かせを推進する「読

みメン」プロジェクトの実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

169 学力育成推進事業 当初要求 児童生徒の基礎的な知識・技能の定着や 教育委員会

86,781 活用力の伸長を図るため、市町村と連携し、[教育指導課]

↓ 学力の実態把握や授業の質の向上など、学

査定 力育成の取組を推進

86,781 ①学力の定着状況の把握

小学校３年生～中学校２年生の児童

生徒を対象に学力調査を実施

②次期学習指導要領に向けた取組【新規】

・研究校を指定し総合的な学習の時間

を充実

・モデル校を指定し教育課程のあり方

を研究

・各高校での改善、工夫、実践を県全

体で共有

・国の補助金等を活用した調査研究

③授業の質の向上

・指定校による算数授業改善の推進と

成果の普及

・学習プリント配信システムの活用

④学習を活用する力の育成

・しまね数リンピックの開催

・科学の甲子園（県予選）の開催

⑤教育プログラムの開発校の指定を受け、

地域や国際社会で活躍する人材を育成

・スーパーサイエンスハイスクール

・スーパーグローバルハイスクール
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

170 高等学校等就学支援 当初要求 １ 高等学校等就学支援金（国10/10） 総 務 部

事業 2,470,617 高等学校に在籍する生徒等に就学支援 [総 務 課]

↓ 金を交付し家庭の教育費負担を軽減 教育委員会

査定 ２ その他の就学支援制度 [学校企画課]

2,470,617 ①学び直しへの支援（国10/10）

高等学校を中途退学した者が再び学

び直す場合に36月経過後も２年間継続

して授業料を支援

②家計急変への支援（国1/2）

保護者の失職、倒産等による収入減

に対して授業料を支援

③奨学のための給付金（国1/3）

年収250万円未満程度の世帯の授業

料以外の教育費負担を軽減

171 帰国・外国人児童生 当初要求 日本語指導が必要な児童生徒への支援 教育委員会

徒等教育の推進支援 68,095 ①帰国・外国人児童生徒に対し日本語指 [総 務 課]

事業 ↓ 導を実施する市町村を支援 [教育指導課]

査定 ［Ｈ29］出雲市

68,095 ②日本語指導が必要な学校に教員を配置

［Ｈ29配置予定］

・小学校５校 ８人

・中学校２校 ４人

172 しまねのふるまい推 当初要求 規範意識や基本的な生活行動・生活習慣 教育委員会

進プロジェクト 8,389 などの「ふるまい」の子どもとその保護者、 [教育指導課]

↓ さらに全ての世代への定着の推進 [社会教育課]

査定 ①しまねのふるまい体験活動推進事業

8,389 ・生活体験を重視した長期宿泊体験活動

・ふるまい定着を意識した体験活動

・学校・家庭・地域との協働による推

進活動

②ふるまい推進資料の作成

③しまねのふるまい推進連絡協議会

④ふるまい推進指導員派遣事業

⑤親学プログラムを活用した家庭教育支

援

⑥公民館ふるまい推進プロジェクト
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

173 食育推進事業 当初要求 食育を通じて次代を担う子どもの望まし 教育委員会

9,098 い食習慣の形成を推進 [保健体育課]

↓ ①和食の普及推進

査定 副教材「食の学習ノート」（小学生

9,098 版）、「食育教材」（中高生版）の作成

②栄養教諭を対象とした研修

③つながる食育推進事業 【新規】

学校・家庭において、栄養教諭が中

核となり、それぞれの実態に応じた食

に関する指導を実施

174 子どもの体力向上支 当初要求 子どもの体力の低下問題に対応するた 教育委員会

援事業 6,245 め、小中学校や地域において子どもの体力 [保健体育課]

↓ 向上を目指した取組「１日１時間以上から

査定 だを動かそう」を推進

6,245 ①未就学児の体力向上支援

保育関係者、地域指導者等の研修

②レクリエーションによる体力向上支援

レクリエーションを通じた運動習慣

づくり

③地域における体力向上推進活動の連携

地域や関係団体と連携した子どもの

運動のきっかけづくり

④体育授業力の向上支援

外部講師による研修会の開催

175 学校部活動へのふる 当初要求 中学校・高校部活動を指導する教職員が 教育委員会

さと人材活用事業 32,781 学校内にいない場合などに、地域の指導者 [保健体育課]

↓ を派遣 [社会教育課]

査定 ①運動部活動地域指導者派遣事業

32,781 ［派遣指導者数］357名程度

②ふるさとティーチャー派遣事業(文化部)

［派遣指導者数］100名程度
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

176 競技スポーツ普及強 当初要求 全国レベルで活躍する選手を育成するた 教育委員会

化推進事業 156,086 め、ジュニアから社会人までの各世代に必 [保健体育課]

↓ 要な支援を行い、県全体の競技力の底上げ

査定 とレベルアップを図る

156,086 ①国体選手強化

・国体候補選手の県外遠征、県外チー

ムの招請試合等の実施

・競技用具の整備、指導者養成など

②ゴールデンエイジアスリート育成

・高校重点校指定競技や中学生指定競

技の選抜選手の県外遠征を実施

・県外の強豪校等を招致し、県内高校

生と合同練習等を実施

・オリンピック女子競技種目選手（高

校生）の県外遠征を実施

・オリンピック等の国際大会で活躍で

きる選手を育成するため、選手・指

導者の県外遠征を支援

③国体チームサポーター派遣

大会参加選手のコンディション調整

等を行うコーチ、トレーナーの派遣

④スポーツ医・科学サポート

国体選手や小中高生の競技団体等に

対して、スポーツトレーナーやスポー

ツ栄養士などを派遣

⑤地域が輝くスポーツしまね推進プロジ

ェクト

・競技団体が行う地域と一体になった

普及・強化活動費を助成

・競技団体が行う指導者の招致や強化

合宿開催等の競技力向上のための経

費を助成

・県内でチーム人数の多い７競技につ

いて西部・隠岐拠点校を指定し県外

遠征を実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

177 公民館を核とした持 当初要求 地域の教育資源を活用し、地域づくりに 教育委員会

続可能な地域づくり 27,258 主体的に参画しようとする人づくりを進め [社会教育課]

推進事業 ↓ るために、地域の拠点である公民館機能の

査定 強化や、公民館活動に取り組む市町村を支

27,258 援

①公民館ふるさと教育推進事業

中学校区単位の公民館等が連携して

ふるさと教育を推進

②地域課題解決型公民館支援事業

地域住民の活動を公民館等がサポー

トし、地域課題解決に向けて動くこと

のできる人材を育成することを支援

［実施箇所数］30か所程度

③ふるさと体験活動モデル調査研究事業

公民館等が地域住民の協力を得て行

う宿泊を伴う体験活動をモデル的に実

施し、その効果を比較・検証

［実施箇所数］10か所程度

178 高等学校校舎等整備 当初要求 屋内運動場のバスケットゴールの落下防 教育委員会

事業 149,783 止対策を実施 [教育施設課]

↓

査定

149,783

179 まなびや環境整備事 当初要求 生徒の安全を確保するとともに、安心し 教育委員会

業 516,515 て学業に専念できるよう、所要の修繕を実 [教育施設課]

↓ 施

要求見直し ①学校生活環境の改善

502,220 トイレの洋式化、寄宿舎の修繕等

↓ ②安全・安心対策

査定 地下オイルタンク改修等

502,220 ③学校・部活動環境の改善

教室の照明、防球ネット更新等
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

180 特別支援学校校舎等 当初要求 「しまね特別支援教育推進プラン」の実 教育委員会

整備事業 467,099 現等のために、校舎等を計画的に整備 [教育施設課]

↓ ①出雲養護学校の増改築 276,165

査定 生徒急増に伴う狭あい化解消

467,099 ［事業期間］Ｈ25～30

［総事業費］約42億円

［Ｈ29事業内容］既存校舎改修等

②松江養護学校の増改築 179,587

生徒急増に伴う狭あい化解消に向け

た本校改修、乃木校舎整備

［事業期間］Ｈ26～31

［総事業費］約22億円

［Ｈ29事業内容］

管理棟建設、仮設校舎解体、教室

棟建設等

181 私立学校経営健全性 当初要求 私立学校の運営費を生徒数や教育改革・ 総 務 部

確保事業 1,518,650 県外からの生徒確保などの取組に応じて支 [総 務 課]

↓ 援

査定

1,518,650

182 私立学校生徒確保事 当初要求 私立学校が行う生徒確保のための取組を 総 務 部

業 115,037 支援 [総 務 課]

↓ ①高校等生徒授業料減免補助

査定 低所得世帯の生徒等には、就学支援

115,037 金に上乗せ支援し、家庭の教育費負担

を軽減

②魅力と特色ある学校づくり推進事業

学習環境の向上など、魅力化や特色

化につながる設備整備を支援

［助成率]

・魅力向上事業 県1/2

・耐震診断事業 国1/3、県1/3

③県外生徒確保事業

私立専修学校が県外生を確保するた

めの取組を支援

④経済的支援に関する実証事業

（国10/10） 【新規】

私立中学校の生徒に対し、授業料の

負担軽減を行いつつ、支援世帯の現状

を分析

［負担軽減額］10万円／年
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

183 島根県立大学学部設 当初要求 平成30年度の四年制大学化に向け、松江、総 務 部

置事業 2,950,706 出雲キャンパスに新棟を建築、既存棟の改 [総 務 課]

↓ 修を実施

要求見直し ①出雲キャンパス

2,947,366 ［事業期間］Ｈ27～29

↓ ［総事業費］約32億円

査定 ［Ｈ29事業内容］

2,920,875 新棟建築、既存棟改修、備品整備

［うちH28.2補正計上］ ②松江キャンパス

93,000 ［事業期間］Ｈ28～31

［総事業費］約15億円

［Ｈ29事業内容］

実施設計、既存棟改修、備品整備
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Ⅲ 心豊かなしまね
２．多彩な県民活動の推進

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

184 しまね社会貢献推進 当初要求 県民の社会貢献活動をさらに推進するた 環境生活部

事業 20,223 め、保健・医療・福祉の増進、社会教育の [環境生活総

↓ 推進、まちづくりの推進など地域の課題解 務課]

査定 決に取り組むＮＰＯ法人等の社会貢献活動

20,223 を支援

185 新規 中山間地域・離島に 当初要求 中山間地域・離島において、地域活性化 環境生活部

おけるＮＰＯ創出伴 7,239 の主体となりうるＮＰＯの立ち上げをモデ [環境生活総

走支援事業 ↓ ル的に支援 務課]

査定 ［支援団体数］

7,239 ・新規設立 ２団体

・既存団体強化 ２団体

186 文化芸術振興支援事 当初要求 文化芸術の振興を図るため、県民参加機 環境生活部

業 37,136 会の提供、将来の担い手の育成等の取組を [文化国際課]

↓ 推進

査定 ①島根県民文化祭の開催

37,136 県総合美術展（県展）、硬筆アート

展、文芸作品公募、文芸フェスタ

②文化芸術次世代育成支援事業

文化芸術団体による子どもたちへの

発表機会や鑑賞機会の提供、ワークシ

ョップの実施
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Ⅲ 心豊かなしまね
３．人権の尊重と相互理解の推進

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

187 しまね女性活躍推進 当初要求 女性が男性とともに個性や能力を発揮で 環境生活部

事業 41,503 き、働き続けやすい職場環境の整備に取り [環境生活総

↓ 組む企業を支援 務課]

査定 ・女性活躍推進法に基づく中小企業等の

41,503 行動計画の策定を支援

・女性が働き続けやすい職場環境の整備

に取り組む「しまね女性の活躍応援企

業」の職場環境の整備を支援

・「しまね働く女性きらめき応援会議」

において、女性活躍のための意識改革

や人材育成事業を実施 【新規】

188 「もっと女性が活躍 当初要求 建設産業への女性の就職促進や定着、家 土 木 部

できる建設業」協働 5,000 庭との両立に向けた地域ネットワークの取 [土木総務課]

推進事業（しまねの ↓ 組を支援（№15一部再掲）

建設担い手確保・育 査定

成事業） 5,000

189 女性保護事業 当初要求 日常生活に様々な問題を抱える女性への 健康福祉部

72,903 相談活動やＤＶ（配偶者等からの暴力）被 [青少年家庭課]

↓ 害者等を一時保護し、問題解決に向けて支

査定 援

72,903 ①女性相談事業

・女性相談センターに女性相談員等を

配置し広く女性相談を実施

・県民への啓発活動や適切な相談実施

のための研修会等を開催

②性暴力被害者支援センター事業

女性相談センターが中心となり、関

係機関と連携して被害者を支援

③ＤＶ被害者等保護事業

・ＤＶ被害者等を一時保護所等におい

て保護

・ＤＶ被害者が一時保護所を退所する

際に必要な生活資金や住宅資金を貸

付

- 89 -



Ⅲ 心豊かなしまね
４．自然環境、文化・歴史の保全と活用

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

190 島根の歴史文化活用 当初要求 島根の歴史文化を活用して地域の魅力を 教育委員会

推進事業 96,267 発信し、県民の郷土に対する関心や愛着を [文化財課]

↓ 深め、対外的なイメージの醸成、交流人口 商工労働部

査定 の増加等を促進（№50一部再掲） [観光振興課]

92,180 ・「出雲国風土記」などをテーマとした

県内外での講座やシンポジウムの開催

・石見の戦国武将についての展覧会の開

催

・歴史文化への関心を高めるため、「古

代歴史文化賞」により優れた書籍を表

彰

・古代歴史文化にゆかりの深い14県が連

携して共同調査研究を実施

・国宝松江城天守や県内の日本遺産をセ

ミナー等を通じて県外にＰＲ

・古代歴史文化をテーマとした情報発

信、観光誘客の促進

191 未来へ引き継ぐ石見 当初要求 世界遺産「石見銀山遺跡」を適切に管理 教育委員会

銀山保全事業 178,978 し、未来へ継承していくため、調査研究、 [文化財課]

↓ 保存整備、情報発信を実施

査定 ①「世界遺産登録10周年記念石見銀山展」

178,978 の開催 【新規】

［期間］平成29年７月14日～９月３日

（52日間）

［会場］古代出雲歴史博物館

石見銀山資料館

［展示］国内外の銀製品、桃山・江戸

時代の美術工芸品、銀貨幣等

②世界遺産総合調査研究事業

・基礎調査研究

・テーマ別調査研究

③世界遺産保存整備事業

・遺跡整備

・拠点施設運営補助

④世界遺産総合情報発信事業

世界遺産情報発信、セミナー・講座

開催
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

192 しまねの自然公園満 当初要求 大山隠岐国立公園が「国立公園満喫プロ 環境生活部

喫プロジェクト推進 96,000 ジェクト」のモデル地区に選定されたこと [自然環境課]

事業 ↓ を受け、世界水準のナショナルパークとし

要求見直し てのブランド化を図るため、国や市町村と

200,300 連携し、快適な利用環境等を検討・整備

↓ ［事業内容］

査定 ①島根県満喫プロジェクト地域部会の

200,300 開催

②ステップアッププログラム2020に基

づく県施設の改修

・駐車場整備 ２か所

・遊歩道整備 ５か所

・看板・標識等の整備

［負担割合］国1/2、県1/2

193 隠岐ユネスコ世界ジ 当初要求 隠岐ユネスコ世界ジオパーク推進協議 環境生活部

オパーク活用推進事 114,261 会、地元町村等と一体となって、来訪者の [自然環境課]

業 ↓ 受入体制の整備や広報活動等を推進（№51 商工労働部

査定 一部再掲） [観光振興課]

114,261 ①隠岐ユネスコ世界ジオパーク推進協議

会によるガイド養成、広報等の支援

②ジオサイト（地質や植生等の見どころ)

の施設整備

③ユネスコ世界ジオパークを有する他の

自治体等と連携して、認知度向上のた

めの取組を実施

④西ノ島町のジオパーク拠点施設の設備

整備を支援 【新規】

⑤観光協会等との連携による情報発信と

地域資源を活用した誘客対策を推進
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

194 三瓶小豆原埋没林保 当初要求 保存検討委員会の検討結果に基づき、埋 環境生活部

存・活用事業 96,000 没林の保存対策工事を実施 [自然環境課]

↓ ［Ｈ29事業内容］

査定 ・地下水による腐朽防止のため、揚水

96,000 ポンプによる地下水排除工事を実施

・地震時の倒壊防止のため、ワイヤー

の設置による安全対策工事を実施

・乾燥による劣化防止のため、保存液

の塗布による保存処理工事を実施

・展示棟外にある埋没林の保存工事の

ための調査・設計を実施

［事業期間］Ｈ27～30

195 宍道湖・中海賢明利 当初要求 宍道湖・中海の湖沼環境の保全と賢明利 環境生活部

用推進事業 4,200 用を推進 [環境政策課]

↓ ①ラムサール賢明利用推進事業

査定 鳥取県と連携し、こどもラムサール

4,200 交流会やシンポジウムを実施

②環境学習・普及啓発事業

宍道湖や中海での環境学習や湖沼モ

ニターによる湖沼環境の評価等を実施

196 宍道湖・中海水質保 当初要求 宍道湖・中海の効果的な水質保全対策を 環境生活部

全事業 21,491 検討するための調査・研究等を実施 [環境政策課]

↓ ①水質汚濁メカニズム調査事業

査定 専門家による検討会等による調査・

21,491 研究を実施

②湖沼環境評価モニタリング事業

鳥取県や国交省と連携し、水質モニ

タリング手法等を検討

③宍道湖アオコ調査事業

アオコ発生のプロセスを解明するた

めのデータ収集と調査分析

④宍道湖アオコ回収装置試験的導入事業

アオコ回収装置の実証試験

⑤水質保全対策調査事業

流出水対策地区の水質調査等を実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

197 森林病害虫等防除事 当初要求 ①松くい虫被害対策 農林水産部

業 35,407 保安林など重要な松林について、薬 [森林整備課]

↓ 剤散布、樹幹注入等の予防措置と伐倒

査定 駆除等を組み合わせた防除対策により

35,407 松くい虫被害の拡大を防止

②ナラ枯れ被害対策

被害木の伐倒処理に要する経費を助

成

198 水と緑の森づくり事 当初要求 水と緑の森づくり税を財源とし、県民と 農林水産部

業 203,086 協働して荒廃森林の「水を育む緑豊かな森」[林 業 課]

↓ への再生を促進

査定 ［事業期間］Ｈ27～31

203,086 ①県民参加の森づくり

・みーもの森づくり事業

県民自らが企画・立案した森林づ

くりのための植栽活動や県産木材を

使う取組及び森林教育活動を支援

・森づくり情報の発信、交流

・しまね森林活動サポートセンターの

運営支援

・ふるさとの森講座の開催

森林教室やトレッキング教室を開

催

②緑豊かな森の再生

放置森林での不要木の伐採、人家・

田畑等に侵入する竹林の伐採や抵抗性

松の植栽

199 新規 全国植樹祭開催準備 当初要求 平成32年春季の第71回全国植樹祭開催に 農林水産部

事業 16,009 向け、実行委員会を設置し、基本計画の検 [林 業 課]

↓ 討、大会テーマの募集、広報活動、苗木の

査定 育成等を実施

16,009
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

200 産業廃棄物減量促進 当初要求 産業廃棄物減量税を活用し、産業廃棄物 環境生活部

事業 270,482 の発生抑制・再生利用等による減量化等の [環境政策課]

↓ 取組を促進 [廃棄物対策課]

査定 １ 事業者の再資源化等への支援 商工労働部

270,482 ①産業廃棄物３Ｒ促進施設等整備事業 [産業振興課]

産業廃棄物の再資源化施設の整備を

支援

［助成率］1/3（上限額 ３千万円）

②資源循環型技術開発支援事業

事業者の産業廃棄物の発生抑制等の

技術開発を支援など

［助成率］2/3（上限額 １千万円）

③資源循環型技術基礎研究実施事業

産業廃棄物の発生抑制等の基礎研究

④しまねグリーン製品認定・普及促進事

業

・認定製品の販路拡大を支援

・市町村が公共調達する場合の事業費

増加分をモデル的に支援

・性能評価、利活用推進のため、県発

注事業でモデル的に使用

⑤ＰＣＢ使用照明器具の実態調査事業

【新規】

Ｈ32末までの廃棄が義務付けられた

ＰＣＢ含有安定器使用の蛍光灯機器の

使用実態調査を実施

２ 適正処理の推進

①廃棄物適正処理指導員の配置

②不法投棄等対策の強化

パトロールの実施、監視カメラ増設

３ 環境教育の推進

①３Ｒ普及啓発事業

・市町村が実施するリユース食器の利

用促進事業をモデル的に支援【新規】

［助成率］1/2（上限額 20万円）

・地域団体のリサイクル施設見学会

②しまね環境アドバイザー派遣事業

企業等へ派遣し環境教育を支援

③学校における３Ｒ・適正処理学習支援

事業

小中高等学校等において産業廃棄物

に関する環境教育を実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

201 島根県再生可能エネ 当初要求 太陽光、木質バイオマス、小水力などの 地域振興部

ルギー利活用総合推 331,980 再生可能エネルギーについて、企業局の電 [地域政策課]

進事業 ↓ 気事業会計利益剰余金等により、県内での 農林水産部

査定 利活用を推進 [林 業 課]

331,980 ①再生可能エネルギーによる地域活性化 企 業 局

支援事業

・自治会等が地域活性化を目的として

導入する設備費の一部を助成

［助成額］

150万円以内（蓄電池設置は10

万円を加算）

・発電事業者が雇用創出や地域貢献に

併せて取り組む導入に対し設備費の

一部を助成

［助成額］500万円以内

②住宅や事業所への太陽光発電等の導入支援

・住宅用太陽光

［助成額］

１万円／kW（上限４万円、蓄電

池設置は10万円を加算）

・木質バイオマス熱利用、小水力等

［助成率］1/3（上限20万円）

・太陽熱、林地残材の集積装置

［助成率］1/2（上限30万円）

③熱利用普及モデル事業

再生可能エネルギー熱利用をモデル

的に導入し効果を検証

・太陽熱、地熱・地中熱

［助成率］1/4ほか

・エネファーム

［助成額］定額

④普及啓発

アドバイザー派遣、研修会開催等

⑤木質バイオマス用未利用材の集積施設

整備、増産に伴う人材確保を支援

⑥計画策定・事業化支援

多様なエネルギー導入の検討、市町

村計画策定費を助成

［助成率］1/2
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

202 水力発電所再開発事 当初要求 老朽化した水力発電所の再開発 企 業 局

業 767,067 ［総事業費］約131.4億円

（電気事業会計） ↓ ［事業期間］Ｈ26～32

査定 ［事業内容］

767,067 発電施設及び導水路等の再整備

［整備対象］

・三成発電所

・飯梨川第一発電所

・八戸川第一発電所１号機

・三隅川発電所

203 小水力発電建設事業 当初要求 新たな水資源を活用した小水力発電所の 企 業 局

（電気事業会計） 115,217 新規開発

↓ ［総事業費］約15.1億円

査定 ［事業期間］Ｈ28～31

115,217 ［事業内容］発電施設等の整備

［整備対象］

・田井発電所

・山佐発電所

・大長見発電所
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Ⅳ その他
(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

204 新規 しまねの魅力広報事 当初要求 広く共感を得られる「しまねの魅力」を 政策企画局

業 25,000 明確化し、県内外に発信するため、その広 [広聴広報課]

↓ 報に向けた調査・検討を実施

査定 ・島根県広報広聴基本方針の策定

25,000 ・「しまねの魅力」の現状分析

205 竹島領土権確立対策 当初要求 「竹島の日を定める条例」の趣旨を踏ま 総 務 部

事業 27,650 え、問題解決に向けた国民世論の喚起を促 [総 務 課]

↓ す取組を実施

査定 ・竹島問題に関する専門調査研究と情報

27,650 発信

・竹島の日記念行事の実施や啓発パンフ

レットの作成など広報啓発活動の実施

・竹島資料室による資料収集、展示
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